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第1章  

序論  

1.1.  研究背景  

日本市場の縮小と新興国市場の拡大により，グローバル市場への製品供給拡大は，日本

の製造業者にとって重要な生き残り戦略となっている．しかしながら，製品供給先が増加

するほどサプライネットワークは複雑になり，価格競争の激化は，安い労働コストが得ら

れる国々への製造拠点の移行と生産効率改善を目的とする拠点配置の再編成を加速させ

ている．この様な環境の中で，製造拠点の最適配置設計技術が，これからのサプライネッ

トワーク設計にますます不可欠になると考えている．  

 サプライネットワークの拠点配置設計は戦略設計レベルとオペレーショナル設計レベ

ルに分けられる［ 1］．昨今の ICT 技術や様々な SCM（ Supply Chain Management）研究に

よりオペレーショナル設計レベルは高度化され，実務でも数理的最適化技術が適用される

ようになってきている．一方で，戦略設計レベルは不確定な要素が多く，実務の中では属

人的になる傾向がある．例えば，安い労働コストが得られる国で製品を生産し，日本国内

だけでなく複数の海外市場に製品を販売していくアイデアが出されたとする．この後，こ

のアイデアを具体化して行くことになるが，モノづくり企業にとって重要視されるのが，

何処で製品を作るのか（拠点配置設計）である．この段階から製品供給のための拠点配置

設計に移行するには，実務に合った状況を考慮しなければならない．この様な段階での拠

点配置設計実務をサポートしてきた筆者らの経験から，知り得る限定された情報，知り得

ない情報の例を Table 1-1 に示す．それら以外にも一般的にインターネット上で公開され

ている情報や過去の経験に基づいて推定できる数値など，全ての条件で共通に設定できる

仮定数値を使うことが想定される． 

 更に，拠点配置設計での意思決定基準は，損益を左右するコスト基準とキャッシュフロ

ーを決定する在庫金額基準である．黒字倒産で象徴的に語られるが，コストさえ最小であ

れば良いわけではなく，限られた運転資金を有効に活用できる在庫金額を維持できる拠点

配置を示す必要性が高いのである．  

 ここで，現状実務を見ると知り得る情報を十分に活用して拠点配置を決定している場合

は少ない．往々にしてあるのは，設計担当者が良く知っている国や都市を並べて の比較や

関係会社の事例調査の比較など，一部に偏った一次選定を実施してしまった後に詳細評価

に入る例である．これでは，グローバルビジネスへ拡大する重要な意思決定プロセスに欠



 

 3 

陥が生じ，ビジネスそのものを台無しにしてしまう恐れも出てくる．この様なサプライチ

ェーン戦略設計段階で，知り得る情報を有効活用した拠点配置設計ができていないために，

「この工場は本当にここに建てて良かったのか？」といった質問に対して意思決定基準に

基づいた明確な答えを返すことができない．この問いに明確に答えられる手法を示すこと

がビジネス上の課題である．  

 

Table 1-1 Informat ion which  is  not  ava i lab le  or  ava i lab le at  s t rateg ic  des ign leve l  

Avai lab le  Not  ava i lab le  

・ Target  o f  sa les  q uant i ty  b y each market  

(marke t  s t ra tegy)  

・ Number  o f  co nt ro l lab le  fac tory b y the  head  

quar te r  (manufac tur ing s t ra tegy)  

・ Maximum capac i ty o f  a  fac tory 

(manufac tur ing s t ra tegy)  

・ Rough a ssembl ing wo rkload  per  a  p roduct  

・ Rough manufac tur ing  workload  per  main 

par ts  

・ Rough ra te  o f  raw ma ter ia l  fo r  main par ts  

・ Purchasing pr ice  o f  r aw mater ia l  

・ Transpor t  fee  per  con ta iner  

・ Standard  wages  

・ Energy bas ic  ra te  

・ Tar i ff  ra te  

・ Insurance  ra te  fo r  t ranspor t  

・ Cus to mer ’s  address  

・ Factory candida te  address  

・ Factory candida te ’s  l i ne  layout  

・ Var ie ty o f  p roduct s  

・ Assembl ing workload  by each product  

・ Bil l  o f  ma ter ia l  

・ Dist r ibu t ion center  address  

・ Max capaci ty  o f  d i s t r ibut io n center  

 

 

1.2.  先行研究  

1.2.1.  コスト基準の拠点配置設計に関する研究  

拠点配置問題の研究では , 拠点配置の特定の現象を定量評価する研究や，拠点配置全体

を定量評価する研究，長期の拠点配置や拠点の能力配分を検討する研究などが行われ，更

に多くの研究のまとめやレビューがなされている［2］［ 3］［ 4］［ 5］［ 6］．  

 特に SCM が一種のブームとなった 2000 年前後には欧米企業による研究が多くなされて

いる．実ビジネスに適用する目的で，シンプルなツールを使いながら現状拠点をベースに

在庫の位置や製品のローカライズ位置をモデル化し，独自の指標でサプライチェーンを分
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析評価した事例を紹介している研究がある［7］［ 8］．しかしながら，その手法や数理的な

モデル化に関して詳しく言及されたものではなかった．更に実際のビジネスにおけるデジ

タルカメラの供給をモチーフに，安全在庫の様な特殊なメトリックをサービスタイムとい

う概念の数理モデルに展開し，拠点配置案を評価した研究がある［9］．拠点配置全体を定

量評価する研究では，拠点配置の初期段階におけるインタビューに基づいて，新しい拠点

配置案を一つの共通指標で評価した例がある［ 10］．長期的な視点での拠点配置や拠点の

能力配分を検討する研究では，拠点候補に対して，ある需要や売価予測において，利益最

大化とコスト最小化を実現する最適な拠点へ生産能力を配分した［11］［ 12］．第一次産業

など機器製造以外の分野への適用研究もある［ 13］［ 14］．  

 複数品種（ mult i -co mmodi ty）で多階層（ mult i -echelo n）な複雑なサプライネットワーク

に対して，それを構成するノードに能力制約を持たせ，コスト基準による拠点配置選択問

題に取り組んだ研究がある［ 15］［ 16］［ 17］．この先行研究では，サプライネットワーク

を，あるプラントから配送センターを介して複数の顧客や市場に供給するモデルとしてい

る．この場合のサプライネットワークを構成するノードとしてのプラントや配送センター

は，詳細な座標情報とルート情報を有している．その中で，バイナリ変数を用いて有効と

なる配送ルートを決定し，コスト最小となるルートの組合せを，市販ソルバーを使って選

択する手法（混合整数計画法）はこの分野では代表的な手法である．この研究では，一定

期間の平均値などを使って評価を行う静的な評価が行われたが，更に時間軸上で変動する

需要をダイナミックに捉え，能力制約のある製造拠点と配送センターを介して顧客に多品

種の製品を供給する拠点配置問題で，在庫保有コストを考慮した評価モデルを構 築した研

究がその発展形として報告されている［ 18］［ 19］［ 20］［ 21］．  

 このように，先行研究はサービスレベルの様な指標比較にとどまるか，数理的な複雑さ

に焦点が当っているため，それらの手法は定性的すぎているか複雑すぎていて，サプライ

チェーン戦略設計の初期段階における実ビジネスにそのまま適用するには，困難な問題を

抱えていた． 

 

1.2.2.  在庫を考慮した拠点配置設計に関する研究  

実ビジネスに適用することを目的とするならば，コストだけでなく在庫を考慮する必要

がある．昨今のキャッシュフロー経営で唱えられているように，キャッシュを生み出すた

めには在庫金額を小さく抑える必要がある．ビジネスがグローバル化すると必然的に製品

の輸送リードタイムが長くなり在庫量が増加してしまうため，拠点配置設計でも在庫を考

慮する必要が出てくる．  

在庫を考慮した初期の拠点配置設計研究は，在庫コストを最小化するモデルを構築して

いるが，在庫コストモデルが詳細化されたものではなかった［ 22］．サプライネットワー

ク内の在庫を詳細にモデル化したものでは，安全在庫をメトリックとして使い既存の拠点
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配置案に対して適正な生産方式を評価選択する研究［ 9］や，固定費の合計と輸送費用合

計の他に，在庫保持経費と安全在庫などを保有するための経費を組み込んでサプライネッ

トワークトータルコストモデルを構築した研究［ 23］，ロジスティクスネットワークデザ

インの中に，倉庫の在庫量に応じた倉庫での変動費を考慮したモデルを提案した研究［ 24］

実ビジネスにおいて独自の在庫マネジメントツールを開発し活用した事例［25］などが挙

げられる．このように在庫を考慮した先行研究においても，より複雑で詳細なサプライネ

ットワークの評価が重要視されており，戦略設計レベルでの運営可能な在庫金額を考慮し

た拠点配置問題に関する研究はほとんどなされていない．  

 

1.2.3.  リスクを考慮した拠点配置設計に関する研究  

グローバルなサプライネットワークにおいて発生するリスクに関する研究もなされて

いる．サプライネットワークのリスクは，日常発生する定常的リスクと，滅多に起きない

が影響の大きい非定常的リスクに分類できる［ 26］．定常的リスクは為替変動，人件費高

騰，需要変動，供給リードタイム変動などが挙げられ，非定常的なリスクは自然災害，戦

争などの他に急激な為替変動などが挙げられる． 

この中で定常的なリスクを回避する手法として，需要変動予測のために必要な情報をサ

プ ラ イ ネ ッ ト ワ ー ク 全 体 で 共 有 す る CFRP （ Col labora t ive ,  P lanning,  Forecas t ing,  

Replenishment）［ 27］，部品供給元が需要変動を見越したバッファとなる在庫を補充管理

する VMI（ Vendor-Managed  Inventory）［ 28］［ 29］などが開発されている．また，需要を

満たしながら調達計画を立案する，シミュレーションを活用した研究［ 30］［ 31］［ 32］も

なされ，実ビジネスでも活用されている．また，定式化によって数理的に利益最大・リス

ク最小の解を求めるアプローチもなされている［ 33］［ 34］［ 35］．しかし，それらの多く

はオペレーショナル設計レベルでの研究であり，戦略設計レベルで定常的なリスクを考慮

した研究はほとんどなされていない．  

 

1.2.4.  ロジスティクスネットワークモデル  

 本研究におけるモデル化の基本となる，一般的なロジスティクスネットワークモデルに

ついて説明する．ロジスティクスに関する定義は様々あるが，本論文の中ではモノ（製品

や部品）が市場に供給される流れとする．ロジスティクスネットワークモデルとはモノの

流れをネットワークとして示したモデルである．ロジスティックネットワークモデルの図

は，基本的に点と線または矢印で描かれる．点はモノが生産されたり貯蔵されたりする拠

点を示し，点と点を結ぶ線または矢印は輸送されるなどして拠点間を移動する流れを示し

ている．サプライチェーンネットワークは，このロジスティクスネットワークに対して，

点に工場や配送センター，矢印に輸送方法や輸送時間などの属性を持たせたものと考えら

れる． 
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サプライネットワークの拠点配置設計における戦略設計レベルとオペレーショナル設

計レベルでは，対象とするサプライネットワークモデルのイメージが違っている．戦略設

計レベルでは広範囲で概略的なサプライネットワークモデルであり，オペレーショナルレ

ベルではより詳細なモデルとなる．そのそれぞれの段階での粒度の違いを Fig.  1-1 と Fig.  

1-2 で示す． 

 

F ig.  1-1  Typ ica l  supp ly network  model  in  s t rategic  des ign level  

 

F ig.  1-2  Typ ica l  supp ly network  model  in  operat ional  leve l  

 Fig.  1-1 と Fig.  1-2 を見て分かるように，拠点配置問題といっても，戦略設計レベルで

はマクロ的な見方でどこに拠点を配置すればよいかを検討する必要があり，オペレーショ

ナルレベルでは顧客の所在地などを考慮しながら配送センターの位置や詳細の配送ルー

トなどを検討していく必要がある．オペレーショナルレベルでの輸送経路の最適化研究事

例は多くある［36］［ 37］［ 38］が実務レベルで使いこなすには複雑な事例が多い． 
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1.2.5.  先行研究調査まとめ  

 ここで先行研究調査の中の代表的な研究と，そのサプライネットワークモデルの構成要

素および特徴に関して整理した結果を Table 1-2 にまとめる．これらの先行研究は，サプ

ライネットワークモデルの複雑化への追及が中心となり，サプライネットワーク戦略設計

の初期段階における戦略設計レベルでの知りえる情報の少なさや，キャッシュフロー視点

での在庫金額のモデル化にはほとんど目が向けられていないことが分かる． 

 

Table 1-2 Summary of  l i tera ture  review  

 I n v e n t o r y  M u l t i -  

e c h e l o n  

M u l t i -  

c o m m o d i t y  

M u l t i -  

p e r i o d  

C a p a c i t a t e d  Charac ter i s t ic  

P.Thanh e t  a l .  2012  

[24]  

×  ○  ○  ○  ○  DC programing  

M.  Bouje lben e t  a l ,  

2014  [37]  

×  ○  ×  ×  ○  Del ivery 

penal ty  

T.  Mil le r  and  R.  

Mat ta  2008  [4 0]  

×  ○  ○  ×  ○  P rof i t  

maximiza t ion  

H.  P i rkul  and  V.  

Jayaraman 1998  [15]  

×  ×  ×  ×  ○  Lagrangian 

re laxa t ion  

Y.Hinojosa  e t  a l .  

2000  [16]  

×  ○  ○  ○  ○  Lagrangian 

re laxa t ion  

E .  Sabr i  and  M.  

Beamon 2000  [1]  

Cost  ○  ○  ×  ○  Integra t io n of  

s t ra tegic  and  

opera t ional  

leve l s  

H.  Ro mei jn  e t  a l .  

2007  [23]  

Cost  ○  ×  ○  ○  Replenishment  

o f  inventory a t   

opera t iona l  

leve l  

Y.Hinojosa  e t  a l .  

2008  [21]  

Cost  ○  ○  ○  ○  Cost  

minimiza t ion a t  

opera t iona l  

leve l  
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1.3.  研究の方針  

 研究背景で述べたビジネス上の課題に対して明確に答えるために，先行研究調査を踏ま

えて明らかにしなければならない研究課題を 2 点挙げる．1 点目は，サプライネットワー

ク戦略設計初期段階での知りえる情報を使って，意思決定基準の一つであるコスト最小と

なる拠点配置の決定手順を明確化することである．2 点目は限られた運転資金で運営可能

な在庫金額を維持しながらコスト最小となるサプライネットワークを提案できるモデル

を確立することである． Table 1-2 に示すように，先行研究では在庫に対して在庫保有コ

ストに関しては評価の対象としていたが，運転資金以下の在庫金額を維持するというキャ

ッシュフロー起点の意思決定の基準に応えられるものはなかった．実務でその都度発生す

る課題に，研究を進める上で想定した課題がそのまま当てはまるものは少ない．本研究で

提案する手法の適用範囲を広げることも想定し，実務で発生した課題への適用を試みる必

要がある．そこで，ビジネス上の課題解決への提案をするために，次の様なステップを踏

み研究を進めた． 

ステップ 1：初期段階での市場戦略と生産戦略に関わる情報と概略の製品情報，および一

般的に入手可能なコスト情報を使って，数理的に最適な拠点配置を決定する手法を明確化

する．先行研究を参考に，実務適用に適した簡略化したグローバルサプライネットワーク

モデルを定式化し，数理的最適化手法を適用することで最適拠点配置を求める．戦略設計

レベルで知りえる情報から数理的最適化手法を適用できるグローバルサプライネットワ

ークモデルを作り上げることが目標である．そこで，グローバルサプライネットワークモ

デルはコスト基準とし，このステップでは在庫金額を考慮しない．また，この時点で評価

可能なリスク評価を実施する．この研究によって，1 点目の研究課題を解決するための提

案を行う． 

ステップ 2：ステップ 1 において構築した，戦略設計レベルのグローバルサプライネット

ワークモデルに対して，本研究の特徴であるコストと在庫金額を同時に評価できるモデル

に拡張することが目標である．コストと在庫金額の両方を考慮できる拡張モデルを使って

数理的最適化手法による最適拠点配置を求める．また，在庫金額を同時に評価できるよう

になったことで評価可能になるリスク評価を実施する．この研究によって，2 点目の研究

課題を解決するための提案を行う．  

ステップ 3：実際に筆者らが直面した，工場→配送センター→顧客の輸送ルートでの顧客

要求の最適配送センター配分問題に対して，ステップ 2 までに構築してきたサプライネッ

トワークモデルと最適拠点配置設計手法の活用を試みる．この問題に本手法を活用するた

めに，複数品種にも対応できるモデルに拡張する．その上で，最適配送センター配分問題

を解き，得られた結果の検証を行う．  

これらのステップで得られた結果を使い，ビジネス上の課題解決につながる手法として
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提案を行う． 

1.4.  本論文の構成  

本論文では，第 2 章以降を以下のように構成する．  

第 2 章では，研究方針ステップ 1 の内容を数値実験結果と共に詳細に説明する．一般的

なロジスティクスネットワークモデルを参考に，研究対象としている戦略設計初期段階に

知り得る情報でも数理的なコスト基準の最適解が求められる，近似的なグローバルサプラ

イネットワークモデルを構築する．その上で，実務で対面すると思われる製造拠点配置決

定問題の数値実験を行う．また，基本モデルで幾つかのサプライネットワークのリスクを

考慮した数値実験を行う．まとめとして 1 点目の研究課題の解決策を提案する． 

第 3 章では，研究方針ステップ 2 の内容を数値実験結果と共に詳細に説明する．コスト

と在庫金額を同時に評価できるグローバルサプライネットワーク拡張モデルを構築する．

更に在庫金額を考慮したモデルでの数値実験を行う．最後に数値実験の結果を考察し，在

庫を考慮することで，運転資金以下でコスト最小の製造拠点配置の選定ができることを示

す．更に，コスト基準だけでは評価できなかったサプライネットワークリスクを考慮でき

ることを示す．まとめとして 2 点目の研究課題の解決策を提案する．  

第 4 章では，筆者らが実際に直面した，戦略設計初期段階を経た場面に対し，実データ

を使った最適配送センター配分を求める．実データを実験用ツールに入力できるように加

工する方法，実験用ツールが出した解の実務への有効性を確認する．   

第 5 章では，結言として本研究で得られた成果を要約し，ビジネス上の課題に対してど

のように答えられるのかを示す．更に今後の課題を述べる．  
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第2章  

近似的コストモデルによる初期段階の最適製造拠点

設計手法の提案  

2.1.  緒言  

 サプライネットワークの戦略設計レベルにおける拠点配置設計では， Table 1-1 に示し

たように詳細の情報が明らかでない中，市場戦略（どの市場にどの程度商品を販売するか

の目標値）と生産戦略（生産能力上限と製造拠点数）に対し，トータルコストを最小に抑

えられる生産拠点配置を決定する．実務に適用することを考えたとき，すぐに現存するグ

ローバルサプライネットワークを思い浮かべ，複雑なシステムを考えてしまいがちになる．

しかし，先行研究調査で感じているように，複雑で詳細なモデルが実務適用への壁となっ

ていたため，単純化したサプライネットワークモデルにすることが我々の提案となる． 

2.2.  近似的コストモデルを使った最適拠点配置決定問題の定義  

2.2.1.  解決すべき課題  

初期段階での市場戦略と生産戦略に関わる情報と概略の製品情報，および一般的に入手

可能なコスト情報を使って，数理的に最適な拠点配置を決定する手法を明確化することが

解決すべき課題である．最適な拠点配置とは，製品を製造し各市場に供給するに至る過程

で考慮しなければならない各種の制約の中で，トータルのコストが最小となる拠点配置と

定義する．更に，この時点で考慮可能なリスクを評価する必要もある．リスクをコストへ

の影響度合いとしてどのように評価するかも，包含された課題と考えられる．これらの課

題を解決するために，コスト基準のサプライネットワークモデルを構築し，コスト最小の

拠点配置を数理的に求める手法を明らかにする． 

 

2.2.2.  モデル化  

少ない情報量の初期段階におけるコスト最小の拠点配置を数理的に求めるための，近似

的サプライネットワークモデルについて述べる．この段階の市場戦略は，製品を供給する

市場としての地域と地域ごとの年間売上目標となっている．また，供給する製品の種類が

決まっていないため，品種の構成を考慮した評価は困難である．実際の市場ロケーション

は，ある広さを持ったエリアであるが，都市の中心位置で近似する．同様に，製造戦略に

おける工場のロケーションもその候補都市の中心位置で近似する．工場には製造能力に上
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限があり，コントロールできる工場数にも上限を持たせるが，この数値も人間が経験上想

定できる上限値を使用する．更に，各工場では想定した平均リードタイムで製造ができる

ものとする．サプライネットワークを構成する，工場から市場までの 1 本のサプライチェ

ーンでは，工場に必ず 1 か所の最寄りの輸出港があり，工場から輸出港までの陸送では工

場候補都市の中心位置から最寄りの港の中心位置までの陸路を走行し，輸出港から船便で

製品を輸出する近似を行う．市場となる都市にも必ず 1 か所の最寄り港があり，そこで陸

揚げされて市場となる都市に陸送する場合も同様の近似を行う．ここで，都市や港の中心

位置は，Web サービスの google  map［ 39］の検索行に，都市名または港名のみを入力し検

索ボタンをクリックした時に選択されるポイントとする．輸送能力は上限を設けず，市場

での年間販売台数は想定された平均リードタイムで輸送可能とする．グローバルなサプラ

イネットワークの設計を前提とするため，トータルコストの中に，関税を考慮する項を設

ける．ロジスティクスネットワーク設計の先行研究［ 24］では配送センターの配置決定が

注目されているが，戦略設計レベルの初期段階では配送センターの詳細位置は不明である

うえに，実際のグローバル輸出入では製造拠点や輸出入港近隣に設置されるため，港の中

心位置と同じ位置にあると考え近似のためにサプライネットワークモデルから省く．  

これらの要件を考慮すると，想定する段階でのサプライネットワークモデルは，Fig.  2-1

に示すようにかなりシンプルな構造になる．製品の供給ルートは，製造拠点が立地する都

市と市場としての都市を結ぶ形になる．製造拠点は最大生産能力で制約を受け，単一種類

の製品を市場に供給する形になる．つまり，対象とするサプライネットワークモデルは，

1 階層で単一機種の CPLP (Capaci ta ted  P lant  Locat io n Prob lem) とすることができる．また

市場戦略や生産戦略は年間の販売目標数量となるため，ここでは一定期間の平均値を使っ

た静的な評価をすることになる．このように，サプライネットワークモデルを近似的なモ

デルとすることで，研究対象とする初期段階でも収集可能なデータを入力として，通常の

数理計画による最適化と同じように解を得ることができる．ビジネスのステップに合致さ

せた単純なサプライネットワークモデルを適用し，数理計画による最適化を容易に活用で

きるようにした所が本研究の特徴である．  

ここで，拠点配置問題のネットワークモデル表記に使用する記号を以下に示す．  

i：市場のインデックス  （ i=1,… , I）  

j：工場のインデックス  （ j=1,… ,J）  

x i j：工場 j から市場 i への年間製品供給数量  （千個 /年）  

Avl j：工場 j 使用の場合  1，それ以外 0 

Cap j：工場 j の生産能力  （千個 /年）  

D i：市場 i の販売目標 （千個 /年）  

 Q：運営可能な工場数  

Fig.  2-1 に示すように，工場 j が決まると海上輸送における出発港が一意に決まり，市
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場 i が決まると海上輸送における到着港が一意に決まる構造で，それぞれの輸送コストは

陸上輸送と海上輸送の合計コストになる．バイナリ変数 Avl j で使用する工場が決定し，

Cap j で工場 j の年間生産能力を制約する．D i は市場 i への年間の製品供給数量目標で想定

上の市場需要と考える．運営可能な工場数 Q は最適解探索での制約に用いる．  

 

Fig.  2-1 Supp ly network  model  f rom factory to market  

 

2.2.3.  定式化  

グローバルサプライネットワークの拠点配置設計で，特徴的なコスト項目は関税である．

グローバルサプライネットワークでの利益最大化と輸送価格決定の研究［40］では，関税

をコストモデルに追加して，グローバルサプライネットワークでの利益最大化モデルを構

築した．我々もこれと同様にコストモデルには関税を組み込み，更に輸送中の保険料も組

み込んだ形で，グローバルサプライネットワークの拠点配置設計に対応させる．コストモ

デル表記に使用する記号を以下に示す．  

TCos t：対象とするサプライチェーンで必要とされる トータルコスト  （基準通貨単位 /

年）  

MCost：対象とするサプライチェーンにおける変動費合計  （基準通貨単位 /年）  

FCost：対象とするサプライチェーン全体の工場を運営する上で必要な固定費合計 （基

準通貨単位 /年）  

Cost i j：工場 j から市場 i へ供給する製品単体での全変動費  （基準通貨単位 /個）  

FixC j：工場 j の基準通貨での固定費  （基準通貨単位 /年）  

FixLC j：工場 j の現地通貨での固定費 （現地通貨単位 /年）  

OutTri f i j：工場 j から市場 i への輸出税率  

TransC i j：工場 j から市場 i への輸送コスト （基準通貨単位 /個）  
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TransLC j：工場 j から工場 j の最寄り港への陸上輸送コスト （現地通貨単位 /個）  

TransSC i j：工場 j の最寄り港から市場 i の最寄り港への海上輸送コスト  （基準通貨単位

/個）  

TransLC i：市場 i の最寄り港から市場 i への陸上輸送コスト （現地通貨単位 /個）  

TrnsIns i j：工場 j から市場 i への輸送保険料率  

InTri f i j：工場 j から市場 i への輸入税率  

ProdC j：工場 j での材料コスト  （基準通貨単位 /個）  

MfgC j：工場 j での製造する作業コスト  （現地通貨単位 /個）  

MngF j：工場 j での製造管理コスト比率  

PurC n j：工場 j での調達部材 n のコスト  （現地通貨単位 /個）  

E j：工場 j が立地する国での現地通貨の対基準通貨為替レート  

E i：市場 i が立地する国での現地通貨の対基準通貨為替レート  

n：部材のインデックス  （ n=1 ,…,N）  

コストモデルを式に表すと以下の様になる．  

 

 𝑇𝐶𝑜𝑠𝑡 = 𝑀𝐶𝑜𝑠𝑡 + 𝐹𝐶𝑜𝑠𝑡                                              (2 .1 )  

 𝐹𝐶𝑜𝑠𝑡 = ∑ (𝐹𝑖𝑥𝐶𝑗 × 𝐴𝑣𝑙𝑗)𝐽
𝑗 = ∑ (𝐹𝑖𝑥𝐿𝐶𝑗 × 𝐸𝑗 × 𝐴𝑣𝑙𝑗)𝐽

𝑗                               (2 .2 )  

 𝑀𝐶𝑜𝑠𝑡 = ∑ ∑ 𝐶𝑜𝑠𝑡(𝑥𝑖𝑗)𝐽
𝑗

𝐼
𝑖 = ∑ ∑ (𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖𝑗 × 𝑥𝑖𝑗)𝐽

𝑗
𝐼
𝑖                                       (2 .3 )  

 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖𝑗 = {𝑃𝑟𝑜𝑑𝐶𝑗 × (1 + 𝑂𝑢𝑡𝑇𝑟𝑖𝑓𝑖𝑗) + 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝐶𝑖𝑗} × (1 + 𝑇𝑟𝑛𝑠𝐼𝑛𝑠𝑖𝑗) × (1 + 𝐼𝑛𝑇𝑟𝑖𝑓𝑖𝑗)             (2 .4 )  

 𝑃𝑟𝑜𝑑𝐶𝑗 = (∑ 𝑃𝑢𝑟𝐶𝑛𝑗
𝑁
𝑛 + 𝑀𝑓𝑔𝐶𝑗) × 𝐸𝑗 × (1 + 𝑀𝑛𝑔𝐹𝑗)                                   (2 .5 )  

 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝐶𝑖𝑗 = 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝐿𝐶𝑗 × 𝐸𝑗 + 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝑆𝐶𝑖𝑗 + 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝐿𝐶𝑖 × 𝐸𝑖                                 (2 .6)  

 

式 (2 .1 )は，トータルコストが変動費合計と固定費合計の和であることを示す．  

式 (2 .2 )は，固定費は使用される工場の固定費の合計であり，工場の立地する現地通貨で

の固定費と対基準通貨為替レートとの積で基準通貨での固定費になる事を示す．式 (2 .3 )

は，変動費が工場 j から市場 i への製品単体での全変動費と工場 j から市場 i への年間製

品供給数量の積であることを示している．  

式 (2 .4 )は，工場 j から市場 i へ供給する製品単体での全変動費の算出式を示している．

製品単体での全変動費 Cost i j は，その製造コストと輸出税，輸送コスト，輸送保険料，市

場 i への輸入税の合計から構成される．式 (2 .5 )は，製品単体の製造コストを示しており，

製品単体で使用する N 種類の部材のコスト合計とオペレーションコスト（どちらも工場

が位置する都市で使われている現地通貨でのコストと対基準通貨為替レートとの積）から

構成されることを示している．式 (2 .6 )は，工場から最寄りの港までの工場が位置する都市

で使われている現地通貨での輸送費と対基準通貨為替レートとの積，基準通貨での海上輸

送費および市場の最寄りの港から市場までの市場が位置する都市で使われている現地通
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貨での輸送費と対基準通貨為替レートとの積の合計で求められることを示している．ここ

で，運営可能な工場数を Q としてコスト基準の最適拠点配置問題を定式化する．   

 

目的関数は式 (2 .7 )のようになる．  

 

Minimize   

∑ ∑ 𝐶𝑜𝑠𝑡(𝑥𝑖𝑗)𝐽
𝑗

𝐼
𝑖 + ∑ (𝐹𝑖𝑥𝐶𝑗 × 𝐴𝑣𝑙𝑗)𝐽

𝑗                                                 (2 .7 )  

制約は，以下の式で表わされる．  

∑ 𝑥𝑖𝑗
𝐽
𝑗 = 𝐷𝑖     ∀𝑖                                                            (2 .8 )  

 ∑ 𝐴𝑣𝑙𝑗
𝐽
𝑗 ≤ 𝑄                                                                (2 .9 )  

 ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝐼
𝑖 ≤ 𝐶𝑎𝑝𝑗 × 𝐴𝑣𝑙𝑗     ∀𝑗                                                     (2 .10)  

 𝐴𝑣𝑙𝑗 ∈ {0,1}    ∀𝑗                                                           (2 .11)  

 

式 (2 .7 )で示すように，対象とする全サプライチェーンでのトータルコストを最小とする

ことが目的となる．式 (2 .8 )では，各市場への販売目標値が工場からの供給数量で満たされ

ることを示している．式 (2 .9 )では，運営可能な工場数以下の工場を運営できることを示し

ている．式 (2 .10)では，工場の年間生産台数は製造能力を越えられないことを示している．

式 (2 .11)は，  工場の稼動状態は 0（非稼動）または 1（稼動）であることを示している．  

上記目的関数と制約を使った最適解探索は，次の様な手順を経て実施する．コスト最小

の工場を探索するために，各製造拠点候補都市のコストデータ，全ての輸送ルートの輸送

コストデータを事前に計算しコストデータテーブルを作成する．次に市場都市での販売台

数データテーブルを作成する．更に運営可能な工場数や工場の生産能力上限などの制約を

記述した制約データテーブルを作成する．その後，用意したデータを使って 市販ソルバー

である CPLEX に混合整数計画問題を解かせ，その計算結果を取得することで，コスト最

小な工場配置を得る．  

 

2.2.4.  リスクの評価  

リスクの評価は，最適解探索結果を得てから実施する．一般的なサプライネットワーク

でのリスクは，為替変動，人件費高騰，その他経済環境の変化，自然災害，戦争などが挙

げられる．これらの中で，トータルコストの変化として数値評価可能なリスクは為替変動

と人件費高騰である．そこで，我々はリスク評価の対象として，為替変動と人件費高騰を

選定した．我々がモデル化した拠点配置問題では，1 回の計算で複数の為替情報を扱うこ

とができない．そこで，時間軸上の為替変動をサンプリングインターバルで都度捉え，各

サンプリングでの為替を使ったトータルコストを算出できるようコスト計算式を拡張す

る．その上で各タイミングでのトータルコストのバラツキを統計的に評価する．為替変動
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リスク評価に使用する記号を以下に示す．  

tk：コスト情報を取得するインターバル（ k=1,2 ,…,K）  

TCos t t k： tk 期間における為替平均の場合のトータルコスト  （基準通貨単位）  

MCost t k： tk 期間における対象とするサプライチェーンにおける変動費合計  （基準通貨

単位）  

FCost t k：tk 期間における対象とするサプライチェーン全体の工場を運営する上で必要な固

定費合計  （基準通貨単位）  

Cost t k i j： tk 期間における工場 j から市場 i へ供給する製品単体での全変動費  （基準通貨

単位 /個）  

FixLC t k j： tk 期間における工場 j の固定費  （現地通貨単位）  

OutTri f i j：工場 j から市場 i への輸出税率  

TransC t k i j： tk 期間における工場 j から市場 i への輸送コスト  （基準通貨単位 /個）  

TransLC t k j： tk 期間における工場 j から工場 j の最寄り港への陸上輸送コスト （現地通貨

単位 /個）  

TransSC t k i j： tk 期間における工場 j の最寄り港から市場 i の最寄り港への海上輸送コスト 

（基準通貨単位 /個）  

TransLC t k i： tk 期間における市場 i の最寄り港から市場 i への陸上輸送コスト （現地通貨

単位 /個）  

TrnsIns i j：工場 j から市場 i への輸送保険料率  

InTri f i j：工場 j から市場 i への輸入税率  

ProdC t k j： tk 期間における工場 j での材料コスト  （基準通貨単位 /個）  

MfgC t k j： tk 期間における工場 j での製造する作業コスト  （現地通貨単位 /個）  

MngF j：工場 j での製造管理コスト比率  

PurC t k n j： tk 期間における工場 j での調達部材 n のコスト  （現地通貨単位 /個）  

E t k j：工場 j が立地する現地でのインターバル tk 期間の現地通貨の対基準通貨為替レート  

E t k i：市場 i が立地する現地でのインターバル tk 期間の現地通貨の対基準通貨為替レート  

ただし，為替変動とは独立な輸出入税率，輸送保険料，製造管理コスト比率は，為替変

動リスク評価対象期間では，変化しないと仮定する．また，海上輸送はどのルートを通っ

ても基準通貨単位での輸送費となると仮定する．ここに， E t k j と E t k i を導入することで，

各 tk 期間における為替平均を用いたトータルコストである TCost t k を求めることができる．

以下にコスト算出式 (2 .1 )から (2 .6 )を拡張したコスト計算式を示し，その計算手順を説明す

る． 
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 𝑇𝐶𝑜𝑠𝑡𝑡𝑘 = 𝑀𝐶𝑜𝑠𝑡𝑡𝑘 + 𝐹𝐶𝑜𝑠𝑡𝑡𝑘                              (2 .12)  

 𝐹𝐶𝑜𝑠𝑡𝑡𝑘 = ∑ (𝐹𝑖𝑥𝐿𝐶𝑡𝐾𝑗 × 𝐸𝑡𝑘𝑗 × 𝐴𝑣𝑙𝑗)𝐽
𝑗                           (2 .13)  

 𝑀𝐶𝑜𝑠𝑡𝑡𝑘 = ∑ ∑ 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑡𝑘(𝑥𝑖𝑗)𝐽
𝑗

𝐼
𝑖 = ∑ ∑ (𝐶𝑜𝑠𝑡𝑡𝑘𝑖𝑗 × 𝑥𝑖𝑗)𝐽

𝑗
𝐼
𝑖                       (2 .14)  

 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑡𝑘𝑖𝑗 = {𝑃𝑟𝑜𝑑𝐶𝑡𝑘𝑗 × (1 + 𝑂𝑢𝑡𝑇𝑟𝑖𝑓𝑖𝑗) + 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝐶𝑡𝑘𝑖𝑗} × (1 + 𝑇𝑟𝑛𝑠𝐼𝑛𝑠𝑖𝑗) × (1 + 𝐼𝑛𝑇𝑟𝑖𝑓𝑖𝑗)        (2 .15)  

 𝑃𝑟𝑜𝑑𝐶𝑡𝑘𝑗 = (∑ 𝑃𝑢𝑟𝐶𝑡𝑘𝑛𝑗
𝑁
𝑛 + 𝑀𝑓𝑔𝐶𝑡𝑘𝑗) × 𝐸𝑡𝑘𝑗 × (1 + 𝑀𝑛𝑔𝐹𝑗)                   (2 .16)  

 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝐶𝑡𝑘𝑖𝑗 = 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝐿𝐶𝑡𝑘𝑗 × 𝐸𝑡𝑘𝑗 + 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝑆𝐶𝑡𝑘𝑖𝑗 + 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝐿𝐶𝑡𝑘𝑖 × 𝐸𝑡𝑘𝑖                (2 .17)  

 

式 (2 .12)は，インターバル tk の期間におけるトータルコストが，インターバル tk の期

間における変動費合計と固定費合計になることを示している．式 (2 .13)は，インターバル

tk の期間における固定費合計が，使用される工場が位置する都市で使われている現地通貨

で の 固 定 費 と 基 準 通 貨 と の 為 替 比 率 の 積 の 合 計 か ら 求 め ら れ る こ と を 示 し て い る ． 式

(2 .14)は，インターバル tk の期間における変動費が工場 j から市場 i への製品単体での全

変動費と工場 j から市場 i への tk 期間製品供給数量 x t k i j の積の対象期間での合計であるこ

とを示している．  

式 (2 .15)は，工場 j から市場 i へ供給する製品単体でのインターバル tk の期間における

全変動費の算出式を示している．インターバル tk の期間における製品単体での全変動費

Cost t k i j は，その期間の製造コストと輸出税，輸送コスト，輸送保険料，市場 i への輸入税

の合計から構成されることを示している．式 (2 .16)は，インターバル tk の期間における製

品単体の製造コストを示しており，製品単体で使用する N 種類の部材のコスト合計とオ

ペレーションコスト（どちらも工場が位置する都市で使われている現地通貨でのコストと

対基準通貨為替レートの積）から構成されることを示している．式 (2 .17)は，工場から最

寄りの港までの工場が位置する都市で使われている現地通貨での輸送費と対基準通貨為

替レートの積，基準通貨での海上輸送費および市場の最寄りの港から市場までの市場が位

置する都市で使われている現地通貨での輸送費と対基準通貨為替レートの積の合計で求

められることを示している．具体的な手順は，まず tk= tK の場合の為替を使い，最小コス

ト拠点配置を算出する．最小コスト拠点配置計算では，比較評価したすべての拠点配置で

のトータルコスト計算結果が残っているため，最小コストとなった拠点配置から，次点の

拠点配置，その次の拠点配置を取得することができる．最小となったトータルコスト拠点

配置から小さい順に複数の拠点配置候補を選出する．これらの拠点配置候補に対して t1

から tK までの為替を適用した TCost t k を算出し，TCost t k の分散を得る．各拠点配置候補に

おける TCost t k の分散を統計的な分散分析（ ANOVA）を用いて，最小コスト拠点配置候補

の最終決定を行うこととする．  

 人件費高騰に関しては，最小拠点配置算出時の人件費（ MfgC t K j）からの高騰率を仮定

し，他の国に生産拠点を置いた場合の TCost t K と比較評価する．具体的な評価事例は 2 .3 .

節の中で紹介する．  
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2.3.  数値実験  

2.3.1.  コスト評価実験条件  

（ 1）入力データ取得の考え方と手順 

 コスト算出モデルに関しては 2 .2 .2 .節で説明したが，数値実験に向けて具体的なデータ

を収集していく必要がある．また，サプライネットワークモデルの近似に合わせたデータ

粒度にする必要がある．入力データ取得で参照した 1 本の数値実験用サプライチェーンに

おける費用構造を Fig.  2-2 に示す． 

 

F ig.  2-2 Supp ly chain cost  s t ruc ture  for  numer ic  exper iments  

 近似したサプライネットワークでは，製品の流れだけを対象とし部品のサプライチェー

ンはネットワークモデルの対象外としている．評価対象とする製品の主要構成部品が一般

的な金属素材である鉄と銅から作られていることを想定しており，鉄製部品や銅製部品は

素材を工場が立地する国でほぼ国際的な基準価格で入手し，現地で部品加工されて部品と

なることを想定している．数値実験における各工場候補の材料コストは，全ての国で共通

の素材購入費と各国で加工するために必要な労務費で構成するように考える．コスト評価

に必要なデータの収集は容易ではなく， 1 .1 節に記したように知り得る限定された情報と

一般的にインターネット上で公開されている情報や過去の経験に基づいて推定できる数

値など，全ての条件で共通に設定できる仮定数値を使うことが想定される．ここでは，そ

の大まかな手順と実施例を示す．実際に同様の評価・実験を実施するタイミングや環境に

よってデータの内容は多様であることは想像できるが，基本的な手順に変わりは無い．そ

こで， Fig.  2-3 に入力データ設定手順の概略フローを示し，以降にその詳細を述べる． 
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Fig.  2-3 F low char t  showing the data  set t ing  procedure  for  exper iments 

（ 2）評価対象国と拠点数制約設定  

世界各地の市場に製品を供給していくと仮定し，運営可能な工場を 1～ 3 拠点としたと

きに，世界のどの都市に製造拠点を置いたらよいか決定する数値実験を行った．運営可能

な工場数（ Q=1）として実験する場合，数理計画を解かなくとも全数探索を行っての比較

が可能である．しかし実務上の要求により，簡略化したサプライネットワークモデルとコ

ストモデルから，期待している最小コストの工場配置場所を抽出できることを人間系で確

認し，一通りの評価が完了できることを優先する必要があった．そこで本論文では，まず

運営可能な工場を 1 拠点とした数値実験結果と評価の詳細を示した上で，基準通貨をアメ

リカドルとした場合の複数工場での数値実験結果とその考察の詳細を示す． 

対象とする市場エリアを日本市場，中国市場，北南米市場，東南アジア市場，オセアニ

ア市場，インド市場とした．日本市場から 6 都市，中国市場から 8 都市，北南米市場から

18 都市，東南アジア市場から 5 都市，オセアニア市場から 1 都市，インド市場から 5 都

市の合計 43 都市を選択し，これらの都市を市場および拠点配置候補地とした．市場と拠

点配置候補地の地図を Fig.  2-4 に示す．解探索には市販ソルバーの CPLEX（ Ver12 .1 .1）

を使用した．入力データに関しては，情報量の少ない初期段階であることから，一般的な
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Web サービスから取得できる情報と，この段階で知り得る情報として我々が想定したもの

だけを使用している．以降に入力として設定したデータに関し，その取得方法などを説明

する． 

 

Fig.  2-4 Factor y cand idates and market  map  

 

（ 3） D i 販売目標データ  

研究対象としている段階で知り得る販売目標データに相当するものは，市場戦略として

の市場エリア別の製品の年間売上目標台数である．市場エリア別の製品の売上目標台数を，

対象市場となる都市に配分しなければならない．まず，市場エリア別の売上目標値を我々

の想定に基づいて Table 2-1 の 2 列目のように設定した．更に，各エリアに属する国が複

数ある場合， JETRO ホームページ［ 41］から参照できる国ごとの GDP で配分し，同一国

内に複数の都市が存在する場合は概略の人口比率で分配し， Table 2-1 の 4 列目のように

設定した． 

  

Area Countries Cities

Japan 1 6

China 1 8

N&S America 4 18

SE Asia 3 5

Oceania 1 1

India 1 5
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Table 2-1 Sample of  sa les target  for  each market 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Region  

Demand b y 

region  

(k  p ieces)  

Ci ty  
Demand b y c i ty  

(p ieces)  

Japan 1000 

Osaka  179000 

Kumamoto  143000 

Nago ya  178000 

Hirosh ima  178000 

Yamagata  143000 

Yokohama  179000 

China  234 

Shanghai  45000 

Bei j ing  27000 

Guangzho u  27000 

Shenzhen  27000 

Shenyang  27000 

Dal ian  27000 

Qingdao  27000 

Wuhan  27000 

USA 106 

Los  Ange les  27000 

New York  27000 

At lanta  13000 

San Franc isco  13000 

Hous ton  13000 

Chicago  13000 

Braz i l  17  

Camp inas  2000 

San Jose  

Dospinhai s  
2000 

San Paulo  9000 

Manaus  2000 

Rio  de  Jane i ro  2000 

Argent ina  4  Bueno s  Aire s  4000 

Mexico  6  

Aguasca l iente s  1000 

Guanajua to  1000 

Quere taro  1000 

Ti juana  1000 

Ci ty  1000 

Monter rey  1000 

Oceania  49  Syd ney  49000 

S&E As ia  

38  Bangko k  38000 

15  

Da Nang  4000 

Ha Noi  4000 

Ho Chi  Minh  7000 

93  Jakar ta  93000 

Ind ia  18  

Ahmadabad  4000 

Chennai  4000 

New Delhi  6000 

Banga lore  4000 

Mumbai  4000 
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（ 4）工場 j での部材購入コスト（ PurC n j）データ設定方法  

 ここでは Fig.  2-2 における部材側のコスト A と A’，B と B’，式 (2 .5 )の PurC n j のデータ

設定に関して説明する．評価対象とする製品の主要構成部材が一般的な金属素材である鉄

と銅から作られていることを想定していることから n={1,2}となり，鉄製部材価格を

PurC 1 j，銅製部材価格を PurC 2 j とできる．それぞれの部品価格は，素材の国際標準価格で

決定される各国共通の部分と，部品を加工する労務費などで国別に違いの出る変動部分に

分けて設定できる． 

そのうえで次の様な手順で各国の部品価格を決めた． 

 手順 1：各国の一般ワーカーの標準労務費を JETRO ホームページ［ 41］から取得する 

手順 2：基準となる国での主要材料単価（ 1kg あたりの価格）を JETRO ホームページ［ 41］

から取得する 

手順 3：基準となる国での材料コストの固定部分と変動部分の比率を決める  

手順 4：基準となる国の一般ワーカーの標準労務費を 1 とした時の，各国の一般ワーカ

ーの標準労務費の相対値を算出する  

手順 5：製品 1 台あたりの材料使用量（ kg 単位）に基づいた固定部分に相当する材料コ

ストを算出する 

手順 6：基準となる国での固定部分の材料コストを元に，変動部分の材料コストを算出

する 

手順 7：基準となる国での変動部分の材料コストに対して，各国の相対値を乗ずること

で各国の変動部分の材料コストを算出する． 

 Fig.  2-5 にその手順のフローチャートを示す．  
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Fig.  2-5 F low char t  showing the data set t ing  procedure for  purchas ing pr ice of  mater ia ls  

 この数値実験では，基準となる国を中国とした．鉄の素材標準価格を $0.8 /kg とし，銅

の素材標準価格を $6 .9/kg とした．製品 1 台あたりの鉄の使用量を 16kg/台，銅の使用量を

1 .6kg/台とした．更に鉄製部品では，57%を素材価格で決まる固定部分，43%を変動部分，

銅製部品では 97%を素材で決まる固定部分， 3%を変動部分として，中国工場の購入部品

価格を決定した．更に各国の標準労働費と中国の平均標準労働費の相対比（ Rela t ive  ra t io）

を使い，各国の購入部品価格を決定した．それらの設定データ例を Table 2-2 に示す． 
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Table 2-2 Sample of  par ts  purchas ing pr ice  l is t  

 

 

 

 

Region  Ci ty  

Rela t ive  

ra t io  

( to ward  China)  

I ron par t  

purchasing  

pr ice(USD)  

Cupper  par t  

purchasing  

pr ice(USD)  

Japan 

Osaka  7 .8  87 .6  13 .5  

Kumamoto  7 .0  80 .2  13 .3  

Nago ya  8 .3  92 .6  13 .7  

Hirosh ima  7 .5  84 .6  13 .4  

Yamagata  6 .6  76 .3  13 .2  

Yokohama  8 .2  91 .9  13 .7  

China  

Shanghai  1 .3  22 .4  11 .5  

Bei j ing  1 .1  22 .4  11 .4  

Guangzho u  1 .1  22 .4  11 .4  

Shenzhen  0 .9  22 .4  11 .3  

Shenyang  0 .9  22 .4  11 .3  

Dal ian  0 .9  22 .4  11 .3  

Qingdao  0 .8  22 .4  11 .3  

Wuhan  0 .9  22 .4  11 .3  

USA 

Los  Ange les  7 .5  84 .6  13 .4  

New York  8 .4  93 .2  13 .7  

At lanta  8 .1  90 .3  13 .6  

San Franc isco  9 .2  100 .7  14 .0  

Hous ton  8 .9  98 .4  13 .9  

Chicago  7 .9  88 .9  13 .6  

Braz i l  

Camp inas  1 .6  27 .8  11 .5  

San Jose  

Dospinhai s  

1 .5  27 .7  11 .5  

San Paulo  1 .6  28 .1  11 .5  

Manaus  1 .5  27 .5  11 .5  

Rio  de  Jane i ro  1 .5  27 .6  11 .5  

Argent ina  Bueno s  Aire s  4 .2  53 .0  12 .4  

Mexico  

Aguasca l iente s  1 .1  23 .7  11 .4  

Guanajua to  2 .1  32 .6  11 .7  

Quere taro  2 .1  32 .6  11 .7  

Ti juana  1 .6  28 .1  11 .6  

Ci ty  1 .2  24 .8  11 .4  

Monter rey  1 .3  25 .2  11 .5  

Oceania  Syd ney  11 .7  124 .8  14 .8  

S&E As ia  

Bangko k  0 .9  16 .2  11 .3  

Da Nang  0 .3  16 .2  11 .1  

Ha Noi  0 .4  16 .2  11 .2  

Ho Chi  Minh  0 .4  16 .2  11 .2  

Jakar ta  0 .7  19 .3  11 .3  

Ind ia  

Ahmadabad  2 .1  33 .2  11 .7  

Chennai  1 .5  26 .8  11 .5  

New Delhi  1 .2  24 .8  11 .4  

Banga lore  1 .8  30 .0  11 .6  

Mumbai  0 .8  20 .9  11 .3  
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（ 5） TransC i j 輸送コストデータ  

 輸送コストデータを想定する場合，研究対象としている段階で知り得る情報は，製品輸

送における製品単体の単位距離あたりの輸送費である．数値実験対象のサプライネットワ

ークでは，工場から港までの陸上輸送コスト（ Fig.  2-2 の E の部分），工場側の国の港か

ら輸出先の国までの海上輸送コスト（ Fig.  2-2 の F の部分），輸出先の国の港から市場ま

での陸上輸送コスト（ Fig.  2-2 の H の部分）を全てのルートで算出しておく必要がある．  

そこで，製造拠点候補都市から市場都市に向けた陸上輸送距離と海上輸送距離を，次の

様な方法で収集した．前述した様に各都市には最寄りの港が 1 箇所決まっているため，各

都市の中心部と港間の陸上輸送距離を Web サービスの google  map［ 39］を使って取得し，

各都市を結ぶ港間の海上輸送距離を Web サービスの SeaRates .co m［ 42］から取得した．

Table 2-3 に各港間の距離（抜粋）を， Table 2-4 に各都市と最寄りの港の距離を示す． 

Table 2-3 D is tance between each harbor  (excerpt)  

  From 

to  
Osaka  Nago ya  Yo k o h a m a  Ti a n j i n  Sheko u  D a y a o w a n  L o s  A n g e l e s  N e w  Yo r k  S a v a n n a h  

Osaka   453 657 1894 2664 1613 9485 18460 17622 

Nago ya  453  384 2202 2837 1921 9226 18164 17326 

Yo k o h a m a  657 384  2406 3139 3042 8967 17950 17111 

Ti a n j i n  1894 2202 2406  2672 390 11012 19478 19660 

Sheko u  2664 2837 3139 2672  2392 11826 20642 19804 

D a y a o w a n  1613 1921 3042 390 2392  10731 19612 18774 

L o s  A n g e l e s  9485 9226 8967 11012 11826 10731  9261 8423 

N e w  Yo r k  18460 18164 17950 19478 20642 19612 9261  1280 

S a v a n n a h  17622 17326 17111 19660 19804 18774 8423 1280  

         (km)  
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Table 2-4 D is tance between each c i t y and the nearest  harbor  

 

しかしながら，Web などの情報源では全ての陸上輸送コストおよび海上輸送コスト情報

を直接得るのは困難であったため，取得できる情報からそれぞれを推定した．陸上輸送コ

ストは神奈川県トラック協会一般貨物自動車運送事業運賃・料金の距離制運賃率表の C

表［ 43］を参考とした． Table 2-5 に距離制運賃率表の一部を示す．   

Region  Ci ty  Neares t  por t  Dis tance (km)  

Japan 

Osaka  Osaka  por t  10 .7  

Kumamoto  Kumamoto  por t  14 .9  

Nago ya  Nago ya  por t  11 .7  

Hirosh ima  Hirosh ima  por t  5 .3  

Yamagata  Saka ta  por t  4 .0  

Yokohama  Yokohama  por t  4 .4  

China  

Shanghai  Shanghai  por t  4 .1  

Bei j ing  Tianj in  por t  197 .0  

Guangzho u  Huangpu  por t  19 .4  

Shenzhen  Sheko u por t  20 .8  

Shenyang  Dayao wan por t  409 .0  

Dal ian  Dayao wan por t  41 .4  

Qingdao  Qingdao  por t  9 .6  

Wuhan  Wuhan por t  2 .5  

USA 

Los  Ange les  Los  Ange les  por t  44 .4  

New York  New York  por t  16 .9  

At lanta  Savannah  por t  400 .7  

San Franc isco  Oakland  por t  58 .3  

Hous ton  Los  Ange les  por t  2507 .4  

Chicago  Los  Ange les  por t  3270 .2  

Braz i l  

Camp inas  San tos  por t  174 .0  

San Jose  Do spinhai s  P ranagua  por t  82 .3  

San Paulo  San tos  por t  73 .0  

Manaus  Manaus  por t  3 .4  

Rio  de  Jane i ro  Rio  de  Jane i ro  por t  10 .0  

Argent ina  Bueno s  Aire s  Bueno s  Aire s  por t  2 .0  

Mexico  

Aguasca l iente s  Manzani l lo  por t  507 .0  

Guanajua to  Manzani l lo  por t  562 .0  

Quere taro  Manzani l lo  por t  558 .0  

Ti juana  Ensenada  por t  103 .0  

Mexico  Ci ty  Manzani l lo  por t  752 .0  

Monter rey  Manzani l lo  por t  1133 .0  

Oceania  Syd ney  Syd ney por t  1 .3  

S&E As ia  

Bangko k  Laem Chabang por t  117 .0  

Da Nang  Da Nang por t  3 .6  

Ha Noi  Hai  Phong por t  105 .0  

Ho Chi  Minh  Cat  Lai  por t  23 .1  

Jakar ta  Tanjung Pr iok por t  18 .4  

Ind ia  

Ahmadabad  Mundra  por t  426 .0  

Chennai  Chennai  por t  10 .0  

New Delhi  Nhava  Sheva  por t  1474 .0  

Banga lore  Chennai  por t  8 .9  

Mumbai  Nhava  Sheva  por t  16 .9  
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Table 2-5 Internat iona l  sea conta iner  fare char t  (by t ruck )  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海上輸送コストに関して JETRO ホームページ［ 41］から取得できたのは，横浜港，上

海港，ロサンゼルス港から一部の対象都市へのコンテナ 1 本あたりの海上輸送費のみであ

った． 

 そこで，取得できた一部の海上輸送費と輸送距離を使って単回帰分析を行った．単回帰

分析結果を Fig.  2-6 に示す． R-sq が 73%と比較的高い相関を示し，切片および回帰直線

の傾きの P 値が 1 .4%以下であったため，海上輸送距離から海上輸送費を推定するのにこ

の回帰直線を使用した．各港間の距離から海上輸送費を算出するための項目と算出式

(2 .18)を以下に示す． 

 𝐷𝑖𝑠𝑡𝐻𝑖𝑗：工場候補地最寄り港と市場最寄り港間の距離 (km) 

 𝑄𝑖𝑛𝐶𝑂𝑁：コンテナ 1 本に格納される製品台数 (個 ) 

𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝑆𝐶𝑖𝑗 = (0.19 × 𝐷𝑖𝑠𝑡𝐻𝑖𝑗 + 704.00) 𝑄𝑖𝑛𝐶𝑂𝑁⁄                                       (2 .18) 

 

Base  

 

 

 

Km higher  

A tab le  

H    2 .438mm or  

2 .590mm 

W     2 .438mm 

L      6 .058mm 

B tab le  

H     2 .438mm or  

2 .590mm 

W     2 .438mm 

L      10 .668mm 

C tab le  

H     2 .438mm or  

2 .590mm 

W     2 .438mm 

L     12 .192mm 

5km 16 ,990 24 ,050 26 ,130 

10  20 ,140 28 ,520 30 ,990 

20  25 ,050 35 ,610 38 ,710 

30  29 .970 42 ,720 46 ,440 

40  34 ,900 49 ,800 54 ,150 

50  39 ,800 56 ,930 61 ,870 

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

900 234 ,150  308 ,640  335 ,490  

950 242 ,280  318 ,740  346 ,450  

1 ,000 250 ,370  328 ,840  357 ,430  

More  each 

50km 
8 ,110 10 ,100 10 ,970 

   (Yen)  
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Fig.  2-6 Corre la t ion resul t  between sea t ranspor t  d is tance and cost  

 ここまでで取得した輸送距離データと単位距離あたりの輸送コストデータを使い，全て

の工場候補地から全ての市場までの輸送コストを算出した．また，モチーフとした製品の

平均格納数/コンテナを 20 として数値実験を行う． Table 2-6 にそれら輸送コストデータ

の設定例（抜粋）を示す．  
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Table 2-6 Sample of  t ranspor t  cost  (excerpt)  

 

（ 6）工場 j での製造コストデータ（ ProdC j）と固定費データ（ FixC j）  

 Fig.  2-2 における C と C’， D の合計を示す式 (2 .5 )で表わされるコストモデルのデータ

設定方法を説明する．製造拠点候補都市における製造コスト（ ProdC j）は，JETRO ホーム

ページ［ 41］にある都市別の基準賃金，社会保障費率，各国のエネルギー使用基本料など

のデータに基づき算出した．製造コストは式 (2 .5 )にあるように，製品 1 台あたりの部品購

入コスト（ 𝑃𝑢𝑟𝐶𝑛𝑗）と作業コスト（ 𝑀𝑓𝑔𝐶𝑗），製造管理コスト比率（ 𝑀𝑛𝑔𝐹𝑗）で決定される．

実験用データを収集する上では，製造管理コスト比率（ 𝑀𝑛𝑔𝐹𝑗）と製品の平均組立て工数

を基準とした全世界の年間販売計画台数の生産に必要な，計画上の直接作業員数と管理者

数，エネルギー使用量を得ることができた．そこで，今回のデータ収集環境に合わせて直

接作業員と管理者の平均労務コストと平均エネルギーコストの合計を使った，製品 1 台あ

たりの平均組立コスト（ 𝑀𝑓𝑔𝐴𝑉𝐶𝑗）を導入し，式 (2 .5 )を変形させた式 (2 ,5 ’ )を使用して実験

を進めた．以下にその算出に使用した項目と平均労務コストの算出式を以下に示す．   

 𝐷𝑊：需要数合計を生産するのに必要な計画上の直接作業員数（人）  

 𝑀𝑊：需要数合計を生産するのに必要な計画上の管理者数（人）  

Factory  Market  
Truck to  

harbor  $  

Ship  to  

cus to m $  

Truck to  

market  $  

Transpor ta t ion 

cost  $ /KP  

Osaka  Shanghai  387 .1  32 .8  44 .3  464 .2  

Osaka  Bei j ing  387 .1  41 .7  220 .0  648 .8  

Osaka  Guangzho u  387 .1  41 .0  69 .2  497 .3  

Osaka  Shenzhen  387 .1  40 .3  57 .7  485 .1  

Osaka  Shenyang  387 .1  263 .0  263 .0  913 .1  

Osaka  Dal ian  387 .1  33 .7  76 .1  496 .9  

Osaka  Qingdao  387 .1  33 .6  32 .9  453 .6  

Osaka  Wuhan  387 .1  39 .3  30 .3  456 .7  

Osaka  Los  Ange les  387 .1  83 .5  611 .0  1081 .6  

Osaka  New York  387 .1  140 .4  428 .1  955 .6  

Osaka  At lanta  387 .1  270 .1  2354 .2  3011 .4  

Osaka  San Franc isco  387 .1  160 .0  840 .7  1387 .8  

Osaka  Hous ton  387 .1  167 .1  8213 .6  8767 .8  

Osaka  Guanajua to  387 .1  2908 .2  733 .2  4028 .5  

Osaka  Quere taro  387 .1  2908 .2  733 .2  4028 .5  

Osaka  Ti juana  387 .1  2908 .2  221 .4  3516 .7  

Osaka  Ci ty  387 .1  727 .0  498 .9  1613 .0  

Osaka  Monter rey  387 .1  2554 .2  645 .0  3586 .3  

Osaka  Syd ney  387 .1  83 .2  402 .3  872 .6  

Osaka  Bangko k  387 .1  77 .4  130 .1  594 .6  

Osaka  Da Nang  387 .1  367 .8  10 .9  765 .8  

Osaka  Ha Noi  387 .1  366 .0  59 .4  812 .5  

Osaka  Ho Chi  Minh  387 .1  199 .0  59 .4  645 .5  

Osaka  Jakar ta  387 .1  50 .6  34 .6  472 .3  

Osaka  Ahmadabad  387 .1  657 .4  637 .8  1682 .3  

Osaka  Chennai  387 .1  552 .7  59 .7  999 .5  

Osaka  New Delhi  387 .1  359 .1  767 .8  1514 .0  

Osaka  Banga lore  387 .1  628 .3  73 .4  1088 .8  

Osaka  Mumbai  387 .1  552 .7  43 .4  939 .8  
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 𝐸𝐿：需要数合計を生産するのに必要な計画上の年間電力使用量（ kWh/年）  

 𝑊𝑇：需要数合計を生産するのに必要な計画上の年間水使用量（ m
3/年）  

 𝐺𝑆：需要数合計を生産するのに必要な計画上の年間ガス使用量（ m
3/年）  

 𝑆𝑡𝑑𝐷𝑊𝐶𝑗：工場候補地が所在する国の直接作業者基準賃金月額（現地通貨/月）  

 𝑆𝑡𝑑𝑀𝑊𝐶𝑗：工場候補地が所在する国の管理者基準賃金月額（現地通貨 /月）  

 𝑆𝑡𝑑𝑆𝑆𝑅𝑗：工場候補地が所在する国の社会保障負担率（ 100%を 1 とする）  

 𝑆𝑡𝑑𝐸𝐿𝐶𝑗：工場候補地が所在する国の単位あたりの電気料金（現地通貨 /kWh）  

 𝑆𝑡𝑑𝑊𝑇𝐶𝑗：工場候補地が所在する国の単位あたりの水道料金（現地通貨 /m
3）  

 𝑆𝑡𝑑𝐺𝑆𝐶𝑗：工場候補地が所在する国の単位あたりのガス料金（現地通貨 /m
3）  

 𝑀𝑓𝑔𝐿𝐵𝐶𝑗：製品 1 台あたりの直接作業者と製造管理者の平均労務コスト（現地通貨 /台） 

 𝑀𝑓𝑔𝐸𝐺𝐶𝑗：製品 1 台あたりの平均エネルギーコスト（現地通貨 /台）  

 𝑀𝑓𝑔𝐴𝑉𝐶𝑗：製品 1 台あたりの平均組立コスト（現地通貨 /台）  

 

𝑀𝑓𝑔𝐿𝐵𝐶𝑗 = {𝑆𝑡𝑑𝐷𝑊𝐶𝑗 × (1 + 𝑆𝑡𝑑𝑆𝑆𝑅𝑗) × 𝐷𝑊 + 𝑆𝑡𝑑𝑀𝑊𝐶𝑗 × (1 + 𝑆𝑡𝑑𝑆𝑆𝑅𝑗) × 𝑀𝑊} × 12 ∑ 𝐷𝑖
𝐼
𝑖⁄     (2.19)  

𝑀𝑓𝑔𝐸𝐺𝐶𝑗 = (𝑆𝑡𝑑𝐸𝐿𝐶𝑗 × 𝐸𝐿 + 𝑆𝑡𝑑𝑊𝑇𝐶𝑗 × 𝑊𝑇 + 𝑆𝑡𝑑𝐺𝑆𝐶𝑗 × 𝐺𝑆) ∑ 𝐷𝑖
𝐼
𝑖⁄                        (2.20)  

 𝑀𝑓𝑔𝐴𝑉𝐶𝑗 = 𝑀𝑓𝑔𝐿𝐵𝐶𝑗 + 𝑀𝑓𝑔𝐸𝐺𝐶𝑗                                               (2.21)  

 𝑃𝑟𝑜𝑑𝐶𝑗 = (∑ 𝑃𝑢𝑟𝐶𝑛𝑗
𝑁
𝑛 + 𝑀𝑓𝑔𝐴𝑉𝐶𝑗) × 𝐸𝑗                                             (2 .5 ’ )  

 

式 (2 .19)は，製品 1 台あたりの直接作業者と製造管理者の平均労務コストが，基準賃金

および社会保障負担率と計画上の必要人数から算出できることを示している．式 (2 .20)は，

製品 1 台あたりの平均エネルギーコストが，電気料金と水道料金，ガス料金とそれぞれの

計画上の使用量から算出できることを示している．式 (2 .21)は，製品 1 台あたりの平均組

立コストが，製品 1 台あたりの直接作業者と製造管理者の平均労務コストと製品 1 台あた

りの平均エネルギーコストの和であることを示している．式 (2 .5’ )は，工場 j での製品 1

台あたりの製造コストは，製品 1 台あたりの部材購入コストの合計と平均組立コストから

算出できることを示している．  

上記の計算式を使って算出した製造拠点候補都市別の平均組立コストと部材購入コス

トの設定例を Table 2-7 に示す．ここまで説明した手順によって，工場側の変動費すべて

を設定することができた．工場の固定費は想定値とし，生産能力最大とした場合にかかる

各拠点の変動費の 25%をそれぞれ設定した．この様な方法ならば，研究対象としている初

期段階でも平均組立コストと固定費データの設定が可能である．  
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Table 2-7 Sample of  manufactur ing cost  and mater ia l  cost  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 4）工場 j から市場 i への輸出税率 OutTrif i j 輸入税率 InTrif i j と工場 j から市場 i への

輸送保険料率 TrnsIns i j  

 関税率は FedEx ホームページの WorldTari ff®［ 44］から取得した．取得した関税率（抜

粋）を Table 2-8 に示す．  

輸送保険料は物流各社によって設定方法が違っているが，数値実験では輸送費を含む製

品一台あたりの輸送保険料率として設定し，想定値で 1%として全てのルートに共通とし

た．  

 

  

City  
Manufac tur ing 

cost  ($ /KP)  

Mater ia l  cos t   

($ /KP)  

Osaka  12 ,015 62 ,855 

Yokohama  12 ,826 65 ,617 

Shanghai  2 ,769 21 ,040 

Bei j ing  2 ,484 21 ,009 

Guangzho u  2 ,654 21 ,009 

Shenzhen  2 ,234 20 ,972 

Los  Ange les  10 ,770 60 ,942 

New York  12 ,438 66 ,472 

At lanta  11 ,377 64 ,571 

San Franc isco  13 ,429 71 ,252 

Hous ton  12 ,886 69 ,822 

Chicago  11 ,693 63 ,681 

Camp inas  3 ,244 24 ,458 

San Jose  Do spinhai s  3 ,334 24 ,374 

San Paulo  3 ,277 24 ,643 

Manaus  3 ,217 24 ,236 

Rio  de  Jane i ro  3 ,240 24 ,305 

Bueno s  Aire s  7 ,139 40 ,636 

Aguasca l iente s  2 ,270 21 ,796 

Guanajua to  4 ,370 27 ,518 

Quere taro  5 ,380 27 ,518 

Ti juana  2 ,916 24 ,652 

Ci ty  2 ,502 22 ,519 

Monter rey  3 ,832 22 ,759 

Syd ney  16 ,492 86 ,735 

Bangko k  1 ,642 17 ,085 

Da Nang  700 16 ,969 

Ha Noi  890 16 ,991 

Ho Chi  Minh  892 16 ,993 

Jakar ta  1 ,187 18 .987 

Ahmadabad  3 ,604 27 ,901 

Chennai  2 ,852 23 ,811 

New Delhi  2 ,678 22 ,811 

Banga lore  3 ,218 25 ,876 

Mumbai  2 ,081 20 ,051 
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Table 2-8 Tar i f f  rate of  mot i f  product  (excerp t)  

  From 

to  
Osaka  Nago ya  Yo k o h a m a  Ti a n j i n  Sheko u  D a y a o w a n  

L o s  

A n g e l e s  
N e w  Yo r k  S a v a n n a h  

Osaka   0% 0% 12% 12% 12% 2% 2% 2% 

Nago ya  0%  0% 12% 12% 12% 2% 2% 2% 

Yo k o h a m a  0% 0%  12% 12% 12% 2% 2% 2% 

Ti a n j i n  0% 0% 0%  0% 0% 2% 2% 2% 

Sheko u  0% 0% 0% 0%  0% 2% 2% 2% 

D a y a o w a n  0% 0% 0% 0% 0%  2% 2% 2% 

L o s  A n g e l e s  0% 0% 0% 12% 12% 12%  0% 0% 

N e w  Yo r k  0% 0% 0% 12% 12% 12% 0%  0% 

S a v a n n a h  0% 0% 0% 12% 12% 12% 0% 0%  

 

（ 5）実験環境  

 本実験を実施するにあたり，計算機システムを構築した．このシステムは，入力データ

の設定と計算結果の出力およびコマンドファイル生成に市販のスプレッドシートソフト

ウエアを使い，最小コスト拠点配置の選定に CPLEX を使用した．構築したシステムの概

略の構成図を Fig.  2-7 に示す． 

 

Fig.  2-7 System block char t  for  the numer ic  exper iments  

2.3.2.  コスト評価実験結果  

この実験では，実験結果をわかりやすくするために，運営可能な工場数 Q=1 として実

験し，トータルコストの少ないほうから順に 5 都市を最小コスト製造拠点候補として選

出した． Table 2-9 にその結果を示す．  

製造拠点候補 43 都市の中で，ベトナムのダナンが最小コスト製造拠点として選択され

た．更にベトナムのホーチミンが次点となり，ハノイがそれに続いた． 4 番目にタイのバ

Spread

Sheet

Command

File

Optimization

Engine

Output

（XML）

Data input and generate

command file
Start optimization

Make visible

Understanding

Work station specification:

OS --- Microsoft Windows Server 2003 SP2

CPU --- Intel Xeon CPU X5272 3.4GHz

Memory --- 11.9GB
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ンコク 5 番目がインドネシアのジャカルタとなった．ベトナムの 3 都市が上位になった理

由は製造コストと材料コストが低かったためで，そのベースには基準賃金の安さがある．

バンコクは 5 都市の中で関税が一番安く，材料コストがジャカルタよりも安くなった．  

 同じ条件で 10 回の数値実験を繰り返し，計算時間を測定した．その結果を Table 2-10

に示す．スプレッドシートを使って入力データを作りコマンドファイルを出力するまでに

大半の時間を要し， CPLEX での計算時間は 0 .03 秒である．すべての処理が終了するまで

に 20 分弱の時間を要したが，実務に使うこともできる程度の処理時間であった．  

Table 2-9 Resul t  of  f ind ing m inimum cost  locat ion  (Q=1 )  

Table 2-10 Ca lculat ion t ime 

 

 

 

2 .3.3.  為替変動リスク評価実験  

最小コスト拠点候補として 5 都市が選定された．この結果を使い為替変動リスクを考慮

した比較を行った．通貨同士の為替レートの違いをトータルコストで比較するため，ベト

ナムからダナンを代表都市とし，バンコクとジャカルタの 3 都市での評価実験を行った．

また，基準通貨はアメリカドル（ USD）としている．ここでは， tk のインターバルを四半

期とし，2013 年第 3 四半期（ 2013 年 7 月から 9 月）を tK として，2010 年第 1 四半期（ 2010

年 1 月から 3 月）からの実際の為替変動（ tk 期間内の週単位変動の平均値）を使って，ダ

ナンの場合，バンコクの場合，ジャカルタの場合でトータルコスト TCos t t k を算出した．

ベトナム通貨のドン（ VND），タイ通貨のバーツ（ THB），インドネシア通貨のルピア（ IDR）

と円（ JPY）の実際の過去 3 年間の為替変動の折れ線グラフを Fig.  2 -7 に示す．  

このグラフは tK の時点でのアメリカドル（ USD）に対する為替を 1 とし，その変動の

様子を折れ線グラフに示したものである．3 都市の TCost t 1 から TCost t K の平均と標準偏差

を Table 2-11 に示す．実験の結果，トータルコストの平均値でもダナンが最小であるこ

とがわかった．更に分散分析（ ANOVA）を実施したところ， p 値が 0 .00 であることがわ

かった．したがって，統計的にダナンとバンコク，ジャカルタのトータルコストの平均値

 1  2  3  4  5  

Fac tory c i ty  Da nang  Ho chi  minh  Ha no i  Bangko k  Jakar ta  

Mater ia l  cos t  $30 .54M $30 .58M $30 .58M $33 .05M $33 .69  

Tar i ff  $1 .17M $1 .17M $1 .18M $1 .00M $1 .20M 

Transpor t  cos t  $2 .64M $2 .63M $2 .73M $3 .02M $2 .86M 

Manufac tur ing co st  $0 .58M $0 .66M $0 .66M $1 .12M $0 .73M 

 Tota l  cos t  $34 .92M $35 .04M $35 .15M $38 .20M $38 .47M 

 
Crea te  da ta  

f i le  
Opt imiza t io n  

Outp ut  

resul t s  
Tota l  t ime  

Average  t ime  1061 .75sec  0 .03sec  54 .25sec  1116 .03sec  
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に違いがあると言える．この結果から，為替変動リスクを考慮しても，ダナンが最小コス

ト拠点であると結論付けることができた．  

 

Fig.  2-8  Trend graph of  las t  three years  exchange f luc tuat ion  

Table 2-11 Calculat ion  resul ts  of  cost  eva luat ion under  exchange f luc tuat ion  

 

 

 

 

 

2 .3.4.  人件費高騰リスク評価実験  

人件費高騰リスクは，シナリオベースでの TCost t K の比較評価を行う．比較対象は最小

コスト拠点として選ばれたダナンと製造拠点が日本の横浜とした場合である．最小コスト

拠点算出時をシナリオ 1 とし，シナリオ 2 はダナンの基準賃金が 50%アップし，横浜の製

造人員が半分（生産性 2 倍）にできた場合．シナリオ 3 は，ダナンの基準賃金が 20 倍に

アップし，横浜の製造人員が 1/4（生産性 4 倍）にできた場合である．それぞれの場合の

TCos t t K の変化を Fig.  2-9 に示す．ダナンの基準賃金が 20 倍になることだけでは，シナリ

オ 1 における横浜でのトータルコストとの逆転は発生しなかった．コスト基準で考えると，

大幅な基準賃金高騰がなければ，横浜に製造拠点を配置するメリットが少ないことが 分か

る．  
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F ig.  2-9 Labor  cost  sudden r ise r isk  evaluat ion resul t  

2 .3.5.  複数工場配置候補都市の選択  

今回の数値実験は，実務上の目的から工場配置候補都市から最小コストの都市を 1 都市

選ぶことを優先して行った．しかし，本論文での定式化では複数の都市を選ぶこともでき

る．その機能を確認するために，運営可能な工場数 Q=2 の場合と Q=3 の場合の数値実験

を行った．ただし，制約条件の Q の数値を変えるだけでは，固定費が加わるために最小

コストとなるのは Q=1 の場合と同様の答えが得られてしまう恐れがある．そこで，固定

費を省き変動費の違いだけで，複数工場の組み合わせによる工場配置候補都市選択の数値

実験を行うこととした．これは，実務的に考えると自社工場を建てるのではなく， EMS

（ Elec t ronics  Manufac tur ing Serv ice）を選択する事例に相当すると考えられる． Q=2 とし

た場合の最小コストとなる都市と各都市でのコスト，割り当てられた供給先市場のエリア

を Table 2-12 に， Q=3 とした場合の同様の算出結果を Table 2-13 に示す． 

Q=2 の場合では，ベトナムの 2 都市であるダナンとホーチミンが選択された．運営可能

な工場数上限を 2 にしたことで，変動費が約 8 .9%削減された．結果的に選択された 2 都

市は Q=1 とした場合にコスト最小と次点に選ばれた都市となったが，固定費を考慮する

必要のない EMS の選定には有効な情報である．それぞれの工場から製品供給される市場

は，ほぼ地域別に分配されて南米の都市を分け合う様な結果となった．これが Q=3 とし

た場合には，メキシコの都市であるアグアスカリエンテスが選択された．ホーチミンから

供給されていたメキシコの都市が，アグアスカリエンテスから供給される配分となった．

Q=3 の場合には，製造コストの低い東南アジアの都市から輸送費用の高いメキシコに送る

よりも，比較的製造コストが高くてもメキシコのアグアスカリエンテスからメキシコの各

都市に製品を輸送したほうが，変動コストが低くなっていることが分かる．この結果は戦

略設計段階においてメキシコの EMS 活用を検討候補に入れるべきことを示唆している．  
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Table 2-12 Resu l t  of  f ind ing  m inimum cost  locat ion ( Q=2 )  

 

 

 

 

 

 

 

 

Table  2-13 Resu l t  of  f ind ing  m inimum cost  locat ion ( Q=3 )  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4.  結言  

第 1 章の研究の方針で挙げた 1 点目の研究課題に対して本章の研究結果をまとめる．サ

プライネットワーク戦略設計段階での市場戦略と生産戦略を活用し，近似的なサプライネ

ットワークモデルを構築した．概略の製品情報と一般的に取得可能なコストデータに基づ

いたトータルコスト算出モデルを構築した．その上で，取得した知りえる情報を使って最

適拠点配置算出システムへのデータ準備手順を示した．コスト最小拠点の算出結果は，ト

ータルコストだけではなくそれを構成するコスト要素までを示すことで，コスト要素の算

出結果への影響を数値で説明できるようになった．更に，この様な段階においても，為替

変動や人件費高騰リスクの評価を行った事例を示すことができた．数値実験では，結果を

分かり易くするために，拠点数制約を 1 拠点とした場合の実験結果を詳細に示した．複数

の生産拠点を選択する数値実験では，単に製造コストが低い製造拠点候補都市が選ばれる

わけではなく，輸送コストが考慮された計算結果が得られることもわかった．この 様な拠

Factory ci ty  Da nang Ho chi  minh  

Variable  cost  by 

ci ty  
$28.80M $3.06M 

Regions 

Japan,  

China,  

USA, 

A part  of  

south 

America  

S&E Asia ,  

India ,  

Another  

part  of  

south 

America  

Total  var iable  cos t  $31.86M 

Factory ci ty  Da nang Ho chi  minh  Aguascal ientes  

Cost  by c i ty  $26.32M $2.85M $0.13M 

Regions 

Japan,  

China,  

USA, 

A part  of  

south 

America  

S&E Asia ,  

India ,  

Another  

part  of  

south 

America  

Mexico  

Total  var iable  cos t  $29.29M 
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点配置設計は，今まで人間系での比較計算が多く行われてきたが，選択対象が多い場合に

は多くの計算量が必要であり，全ての場合を考慮して最適な拠点を見つけるには時間を要

していた．本論文の提案で，人間系の勘に頼っていた戦略的拠点配置設計の初期段階にお

ける入手可能なデータを使った数理的な最適化手法を，実際に適用できるモデル化と数値

実験で示した．本手法は，制約を伴ったコスト最小拠点配置を，人間系による見逃しなど

のミスを避け，計算時間を短縮する上で非常に有効な実務的手段だと考える．  

第 3 章では，昨今のキャッシュフローを重視した経営判断の必要性を考慮し，運営可能

な在庫金額を考慮した拡張された拠点配置設計を検討して行く．  
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第3章  

設計初期段階における在庫増加リスク評価モデルへ

の拡張  

3.1.  緒言  

近年の世界経済の大きな変動にも耐えられる企業となるためには，顧客への製品供給活

動のなかで，保有する資金で運営できる在庫金額に抑える必要があり，それを考慮したサ

プライネットワーク設計の必要性がクローズアップされている．  

第 2 章では，サプライネットワークの拠点配置設計の初期段階である戦略設計レベルに

フォーカスし，市場戦略（どの市場にどの程度商品を販売するかの目標値）と生産戦略（生

産能力上限と拠点数）など限られた知り得る情報に対して，実務での活用を重点に置いた

トータルコストを最小にする数理的生産拠点配置決定手法を提案した．更に，為替変動リ

スクと人件費高騰リスクを取り上げ，コスト基準で評価する方法を提案した．この手法を

実務の中でより有効に活用する際の課題として，コスト基準に加えて在庫金額も考慮する

必要性が挙げられる．これは，グローバルなサプライネットワーク構造を持つ事により，

生産から市場に供給するまでの間に保有する在庫金額を一定基準以内に抑えることが必

要になるからである．対象とする市場がグローバル化し輸送リードタイムが延びることに

よって，そのサプライネットワーク内で保有する在庫金額は増加することになり，それに

見合うだけの資金を多く投入しなければならない．昨今の激動する世界経済や，多様化し

大きく変動する市場要求に耐えながら，製品を市場に継続的に過不足なく供給していくに

は，コストの最小化を追求するだけではなく，在庫金額を適正に維持できる拠点配置設計

が必須になる．仮に，この製品の供給活動において，コスト最小のみを考慮した拠点配置

設計で在庫金額を考慮しなければ，場合によっては資金繰りが悪化したり，陳腐化した売

れ残りの在庫の処分に多大な損失を抱えたりするリスクが大きくなる．  

この様なリスクを避けるために運転資金の最小化が要求されている．モノづくり企業の

活動は，部材の購入から始まり，製造，輸送，保管，配送を経て顧客に販売され商品の対

価としてお金が入金される． Fig.  3-1 に，モノづくり企業の活動プロセスと運転資金，棚

卸資産の関係を示す．この図に示されているように，運転資金を最小化するためには棚卸

資産を最小化していくことが有効であり，棚卸資産を最小化するには，輸送，保管，配送

における在庫を最小化しなくてはいけない．  
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Fig.  3-1 Char t  of  re lat ion  between inventory and work ing cap i ta l  o f  manufacturers   

一方で需要変動に強い拠点配置設計の要望もある．輸送リードタイムが延びることによ

り，それだけ先の需要を予測し，製品を供給しなければならなくなる．需要予測と実需の

違いに対応するためには，顧客への製品供給を止めないための必要最小限の安全在庫が必

要となる．これは見方を変えると在庫増加リスクと捉える事ができる．   

3.2.  なぜ在庫を考慮した拠点配置設計が必要なのか  

 本研究の中で作成した量産系・見込み生産を行う企業活動における在庫発生の特性要因

図を Fig.  3-2 に示す．この図を見ると，多くの在庫発生要因がオペレーションレベルで発

生している． 

 

F ig.  3-2 Inventory bu i l t -up cause and effec t  d iagram  

更に，オペレーションレベルでは効率重視，コストダウン重視の傾向があり，企業内組

織の機能に合わせた在庫を増加させる意識が働く．例えば営業部門は，販売機会ロスを恐

れるあまり意識的に安全在庫を増やそうとの意識が働く．製造部門は製造コストの削減と

作業効率の改善のために，製造ロットサイズを大きめに設定してしまう．物流部門は輸送

効率を高めるために輸送ロットサイズを大きく設定してしまう．それらの意識を抑制して
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適正な在庫量に抑える機能を持つヘッドクオーターでも，ある程度までは容認してしまう

こともある．その様子を Fig.  3-3 に示す．  

 

F ig.  3-3 Human errors  in  inventory contro l  ac t iv i t ies  

企業の実務の中では，オペレーションレベルでこれらの要因を抑える活動が活発に行わ

れている．この活動ではスピードが重要視され，需要や生産の変動を素早く捉えると共に，

在庫量が適正な量にコントロールされているかを短いサイクルで監視するオペレーショ

ンを実現するための情報システム構築や， RFID（ Radio  Frequency Ident i f ie r）の様な電波

を活用した非接触式の識別子情報を埋め込んだ電子タグの活用研究が進んでいる［ 45］［ 46］

［ 47］．   

一方で，近年のモノづくり企業を取り巻くグローバル化は，軽薄短小を追求してきたデ

ジタルプロダクツだけでなく重厚長大を特徴とする社会インフラ系製品にも進展してき

ている．社会インフラ系製品は重量や大きさが原因となって，輸送リードタイムを短縮す

るための航空機を利用しにくく，多くは船便を使用する．船便を使った場合，輸送距離が

長くなると通関処理も含めて一ヶ月を越えるリードタイムを必要とする場合も出てくる．

更に製品固体の特性が社会インフラ的特長を有しながら，市場では量産品として扱われる

製品（量産系社会インフラ製品と呼ぶ）も多い．この様な，長いリードタイムを必要とす

る量産系社会インフラ製品の場合は，受注に応じた生産を行えなくなり計画生産をベース

として，輸送経路の途中に存在する在庫拠点に各種変動を吸収できる 安全在庫を配置する

生産方法をとることになる．これらの在庫を適性量に維持する方法として，在庫拠点の在

庫量に基準を設けて基準を維持する在庫補充計画に従った生産を行って いる．この様な生

産方式では，前述した在庫量の基準を守るためのオペレーショナルレベルの在庫のコント

ロール以外に，在庫量の基準自体を低くする拠点配置設計時点での適切な拠点の選定が必
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要なのである．本論文では 3 .1 節で述べた在庫増加リスクに対応できる在庫基準量を維持

しながら最適な拠点配置を選定できるよう，第 2 章のコスト基準の拠点配置決定モデルを

拡張し，コストと同時に在庫金額を考慮した拠点配置設計への数理的最適化手法の適用を

試みる．更に，実務でのグローバル拠点配置設計を想定した数値実験によって，本手法の

実用性を確認する． 

3.3.  在庫を考慮した最適拠点配置決定問題の定義  

3.3.1.  在庫金額を考慮したモデル化  

戦略設計レベルの初期段階を想定していることから，サプライネットワークモデルとコ

ストモデルは第 2 章と同様のモデルを使い，在庫金額モデルを拡張する．はじめに在庫金

額モデル表記に使用する記号を以下に示す．  

Inv(x i j )：工場 j から市場 i への製品供給における在庫金額  （ $）  

InvLt i j：工場 j から市場 i への製品供給リードタイムによって発生する在庫金額  （ $）  

InvCyc i j：工場 j から市場 i への製品輸送サイクルによって発生する在庫金額  （ $）  

InvSafe i j：工場 j から市場 i への製品供給における安全在庫金額  （ $）  

InvMfgLt j：工場 j の製品製造リードタイムによって発生する在庫金額  （ $）  

InvTrnsL t i j：工場 j から市場 i への輸送リードタイムによって発生する在庫金額  （ $）  

Day： 1 年の日数 （日）  

MfgLt j：工場 j の製造リードタイム  （日）  

TrnsLt i j：工場 j から市場 i への輸送リードタイム  （日）  

Cyc i j：工場 j から市場 i への製品輸送サイクル  （日 /回）  

CoefS j：工場 j での安全在庫係数  

LtVl ty j：工場 j のリードタイムバラツキ  （日）  

CoefSS i：市場 i での販売バラツキに対する安全在庫係数  

SaleVl ty i：市場 i での販売バラツキ  （ %）  

DayM： 1 ヶ月の日数 （日）  

CoefSF i：市場 i での販売予測バラツキに対する安全在庫係数  

FixPrid i j：工場 j で製造し市場 i に到着するまでの供給リードタイムを考慮した計画固定

期間  （日）  

FrcstV l ty i j：販売予測バラツキ  （ %）  

在庫金額モデルを一本の製品供給ルートを使って説明する．一本の製品供給ルートの中

に存在する在庫金額は，在庫発生要因別に分解すると Fig.  3-4 のようになる．なお，上記

製造リードタイムのバラツキ（ LtVl ty j）の単位を日としているのは，現状のグローバルサ

プライネットワークコントロール実務での管理粒度が時間単位ではなく日単位になって
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いることを考慮しているからである．  

 

Fig.  3-4 Inventory amount  model 

Fig.  3-4 に基づき，一本の製品供給ルートの中に保有される平均的な在庫金額は次式で

表わせる．  

 

𝐼𝑛𝑣(𝑥𝑖𝑗) = 𝐼𝑛𝑣𝐿𝑡(𝑥𝑖𝑗) + 𝐼𝑛𝑣𝐶𝑦𝑐(𝑥𝑖𝑗) + 𝐼𝑛𝑣𝑆𝑎𝑓𝑒(𝑥𝑖𝑗)                                     (3 .1 )  

𝐼𝑛𝑣𝐿𝑡(𝑥𝑖𝑗) = 𝐼𝑛𝑣𝑀𝑓𝑔𝐿𝑡(𝑥𝑖𝑗) + 𝐼𝑛𝑣𝑇𝑟𝑛𝑠𝐿𝑡(𝑥𝑖𝑗)                                         (3 .2 )  

𝐼𝑛𝑣𝑀𝑓𝑔𝐿𝑡(𝑥𝑖𝑗) = (∑ 𝑃𝑢𝑟𝐶𝑛𝑗
𝑁
𝑛 + 𝑃𝑟𝑜𝑑𝐶𝑗) × 1

2⁄ × 𝑀𝑓𝑔𝐿𝑡𝑗 × 𝑥𝑖𝑗 𝐷𝑎𝑦⁄                           (3 .3 )  

𝐼𝑛𝑣𝑇𝑟𝑛𝑠𝐿𝑡(𝑥𝑖𝑗) = {𝑃𝑟𝑜𝑑𝐶𝑗 × (1 + 𝑂𝑢𝑡𝑇𝑟𝑖𝑓𝑖𝑗) + 𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝐶𝑖𝑗} × (1 + 𝑇𝑟𝑛𝑠𝐼𝑛𝑠𝑖𝑗) × 𝑇𝑟𝑛𝑠𝐿𝑡𝑖𝑗 × 𝑥𝑖𝑗 𝐷𝑎𝑦⁄      (3 .4 )  

𝐼𝑛𝑣𝐶𝑦𝑐(𝑥𝑖𝑗) = 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖𝑗 × 𝐶𝑦𝑐𝑖𝑗 2 × 𝑥𝑖𝑗 𝐷𝑎𝑦⁄⁄                                             (3 .5 )  

𝐼𝑛𝑣𝑆𝑎𝑓𝑒(𝑥𝑖𝑗) = 𝐼𝑛𝑣𝑆𝑎𝑓𝑒𝐿𝑡(𝑥𝑖𝑗) + 𝐼𝑛𝑣𝑆𝑎𝑓𝑒𝑆𝑎𝑙𝑒(𝑥𝑖𝑗) + 𝐼𝑛𝑣𝑆𝑎𝑓𝑒𝐹𝑟𝑐𝑠𝑡(𝑥𝑖𝑗)                      (3 .6 )  

𝐼𝑛𝑣𝑆𝑎𝑓𝑒𝐿𝑡(𝑥𝑖𝑗) = 𝐶𝑜𝑒𝑓𝑆𝑗 × 𝐿𝑡𝑉𝑙𝑡𝑦𝑗 × 𝑃𝑟𝑜𝑑𝐶𝑗 × 𝑥𝑖𝑗 𝐷𝑎𝑦⁄                                    (3 .7)  

𝐼𝑛𝑣𝑆𝑎𝑓𝑒𝑆𝑎𝑙𝑒(𝑥𝑖𝑗) = 𝐶𝑜𝑒𝑓𝑆𝑆𝑖 × 𝑆𝑎𝑙𝑒𝑉𝑙𝑡𝑦𝑖 × 𝐶𝑦𝑐𝑖𝑗 × √(𝐷𝑎𝑦𝑀 𝐶𝑦𝑐𝑖𝑗⁄ )   × 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖𝑗 × 𝑥𝑖𝑗 𝐷𝑎𝑦⁄             (3 .8 )  

𝐼𝑛𝑣𝑆𝑎𝑓𝑒𝐹𝑟𝑐𝑠𝑡(𝑥𝑖𝑗) = 𝐶𝑜𝑒𝑓𝑆𝐹𝑖 × 𝐹𝑖𝑥𝑃𝑟𝑖𝑑𝑖𝑗 × 𝐹𝑟𝑐𝑠𝑡𝑉𝑙𝑡𝑦𝑖𝑗 × 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖𝑗 × 𝑥𝑖𝑗 𝐷𝑎𝑦⁄                      (3 .9 )  

 

式 (3 .1 )は，工場 j から市場 i までの製品供給ルートの中に保有される平均的な在庫金額

が，供給リードタイムに起因する在庫（リードタイム在庫）と輸送や製造頻度に起因する

在庫（サイクル在庫）および安全在庫の合計金額であることを示している．式 (3 .2 )は，リ

ードタイム在庫金額が製造リードタイムに起因する在庫（製造リードタイム在庫）と輸送

リードタイムに起因する在庫（輸送リードタイム在庫）の合計金額であることを示してい

る．式 (3 .3 )は，製造リードタイム在庫金額が単位あたりの仕掛品コスト（製造開始直前の

部材のみのコストと製品完成時のコストの平均）と製造リードタイムと 1 日あたりの平均

供給数量の積であることを示している．式 (3 .4 )は，輸送リードタイム在庫金額が単位あた

りの輸送品コストと輸送リードタイムと 1 日あたりの平均供給数量の積であることを示

している．式 (3 .5 )は，サイクル在庫が工場 j から市場 i までの輸送頻度と，製品完成時の

1 台あたりのコストと，1 日あたりの平均供給数量の積の 1/2 であることを意味している．

式 (3 .6 )は，安全在庫金額が工場の製造リードタイムバラツキ，単位期間あたりの販売数量
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平均値に対する販売バラツキ，工場で製造し市場に到着するまでの供給リードタイムを考

慮した計画固定期間前の販売予測台数に対する販売実績台数の差を集計したバラツキそ

れぞれに対応した安全在庫の合計金額であることを示している．式 (3 .7 ) (3 .8 ) (3 .9 )では，

一般的な安全在庫保有日数算出式を使って在庫金額に換算している［ 48］．式 (3 .7 )は，工

場の製造リードタイムバラツキに対応する安全在庫金額を算出する式であり，製品単体の

製造コスト，製造リードタイムのバラツキ，安全在庫係数の積となる．  

式 (3 .8 )(3 .9 )では，市場での需要変動に対する安全在庫の考え方を使い，過去の実績デー

タを活用して算出することを前提としている．式 (3 .8 )は Cyc i j の期間で集計される販売実

績を使った，1 カ月内での販売バラツキに対する安全在庫金額の算出式である．毎月の販

売台数実績の毎 Cyc i j の販売台数平均に対する，毎 Cyc i j の製品販売実績の差を使い，

SaleVl ty i を求めて一般的な安全在庫算出式に当てはめている．式 (3 .9 )は長期の販売見込み

と販売実績の差を吸収するための安全在庫金額の算出式である．この安全在庫は長期の販

売予測と販売実績の差に基づく販売予測バラツキ FrcstVl ty i j と，工場 j から市場 i までの

供給リードタイムによって決定される計画固定期間 FixPrid i j によって算出される．計画

固定期間とは，計画に基づいて製品を製造する中で，製品の製造計画を変更しない，また

は計画変更できない期間のことを示す．グローバルなサプライネットワークを使って製品

を供給する事業では，実務上販売予測を月単位に実施することが多い．この様な場合，工

場 j から市場 i までの供給リードタイムが 1 カ月未満ならば，計画固定期間は最低 1 カ月

となるが，供給リードタイムが 1 カ月以上 2 カ月未満となると計画固定期間は最低 2 カ月

が必要となる．予測対象が未来になればなるほど販売予測バラツキは大きくなることが想

定され，その分の販売予測バラツキを有した需要変動に対する安全在庫は増加することが

予想される．この様なリスクを避けられる拠点配置設計が要求されることになる．我々の

提案している在庫金額を考慮した最適拠点配置手法に安全在庫を組み込むことで，サプラ

イネットワーク上の需要変動や生産変動リスクを在庫増加リスクとしてあらわし，適正な

在庫金額の中で最小コストの拠点配置を選ぶことができるようになる．  

3.3.2.  定式化  

ここで，在庫を考慮した最適拠点配置問題を定式化する．ここで， Ccを全コストの重

み係数， Ciを在庫金額の重み係数とし，運営可能な工場数 は第 2章と同じく Q，経営資金

で運営可能な在庫金額上限を InvMとする．  

目的関数は式 (3 .10)の様になる．  

 

Minimize  

 𝐶𝑐 × {∑ ∑ 𝐶𝑜𝑠𝑡(𝑥𝑖𝑗)𝐽
𝑗

𝐼
𝑖 + ∑ (𝐹𝑖𝑥𝐶𝑗 × 𝐴𝑣𝑙𝑗)𝐽

𝑗 } + 𝐶𝑖 × ∑ ∑ 𝐼𝑛𝑣(𝑥𝑖𝑗)𝐽
𝑗

𝐼
𝑖                             (3 .10 )  

制約は，第 2章の制約（式 (3 .11)から式 (3 .14)は第 2章の式 (2 .8 )から (2 .11)と同一）に加え

て式 (3 .15)が加わる．  
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∑ 𝑥𝑖𝑗
𝐽
𝑗 = 𝐷𝑖     ∀𝑖                                                               (3 .11)  

∑ 𝐴𝑣𝑙𝑗
𝐽
𝑗 ≤ 𝑄                                                                 (3 .12)  

∑ 𝑥𝑖𝑗
𝐼
𝑖 ≤ 𝐶𝑎𝑝𝑗 × 𝐴𝑣𝑙𝑗     ∀𝑗                                                        (3 .13)  

𝐴𝑣𝑙𝑗 ∈ {0,1}    ∀𝑗                                                             (3 .14)  

∑ ∑ 𝐼𝑛𝑣(𝑥𝑖𝑗)𝐽
𝑗

𝐼
𝑖 ≤ 𝐼𝑛𝑣𝑀                                                         (3 .15)  

 

式 (3 .10)で示すように，対象とするサプライネットワークでの重み付き全コストと重み

付き在庫金額を最小とすることが目的となる．実務での活用を考慮し，コストと在庫金額

の優先バランスを取れるよう，それぞれに重み係数 Ccと Ciを付けている．式 (3 .15)は，在

庫金額合計が経営資金で運営可能な在庫金額上限を越えられないことを示している．  

以上のように，本節では在庫を考慮した拠点配置問題の定式化を示した．次節では，経

営資金で運営可能な在庫金額以下にコントロールしながら，サプライ ネットワークの全コ

ストを最小化する工場配置を選定する目的に合わせた数値実験について述べる．  

 

3.4.  数値実験  

3.4.1.  実験条件  

実務で本手法を活用する場合，各種係数を変更しながら複数の条件による拠点の選択を

行って，拠点候補を絞り込むこととなる．そこで，数値実験では実務におけるプロセスに

合わせたシナリオを想定し，シナリオに沿った条件による実験を行い，その結果が想定通

りであるか確認する．想定するシナリオは，地理的条件だけで安全在庫を考慮しない場合

の工場候補選択（シナリオ 1）と需要変動リスクに対する安全在庫を考慮した工場候補選

択（シナリオ 2）とする．シナリオ 1 の中に 4 種類のケースとシナリオ 2 の中に 3 種類の

ケースを想定し，合計で 7 種類の条件設定での数値実験を行うこととした．シナリオ 1

の 4 種類のケースとは，コスト最小での工場候補選択のケース，在庫最小での工場候補選

択のケース，在庫金額上限制約を加味したコスト基準での工場候補選択のケース，重み係

数を使ってコストと在庫金額の両方を基準とした工場候補選択のケースである．安全在庫

の定義には，変動バラツキが正規分布しているという仮定の下に想定された一般的な在庫

理論を適用しており，安全在庫を想定する場合には，それぞれの安全在庫係数に欠品率が

1％となる 2 .33 を用い，安全在庫を想定しない場合はそれぞれの係数に 0 を用いることと

した．これら 7 種類の設定条件とそれぞれの実験番号を Table 3-1 に示す．   
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Table 3-1 Cond i t ion of  numer ic  exper iments  

Exper iment  Number  1  2  3  4  5  6  7  

Scenar io  Number  1  2  

Number  o f  ava i lab le  fac tor ies  10  

Capaci ty  o f  each fac tor i es  300k(uni t /year )  

Weight  o f  cos t  ( C C )  1  0  1  0 .5  1  1  0 .5  

Weight  o f  inventory ( C i )  0  1  0  0 .5  0  0  0 .5  

CoefS j  0  0  0  0  0  0  0  

CoefSS i  0  0  0  0  2 .33  2 .33  2 .33  

CoefSF i  0  0  0  0  2 .33  2 .33  2 .33  

Inventory amo unt  l imi t  ( InvM )  
Noth

ing  

Noth

ing  

$1 .5

M 

Noth

ing  

Noth

ing  

$2 .0

M 

Noth

ing  

 

対象となる市場と工場候補地を同一の 43 都市とした第 2 章に対して，より実務に近づ

けた状態とするために，市場を 50 か所に拡張し，工場の候補地は人件費の高い大都市を

除いた 33 か所とした．それぞれの地理的情報は前章と同じく，陸上輸送距離情報を google  

map［ 39］から，海上輸送距離情報を SeaRates .co m［ 42］から，都市別の基準賃金と関税

率を JETRO ホームページ［41］から取得した．すべての工場の製造リードタイムは平均

2 日間，輸送頻度は 1 週間（ 7 日）サイクルと設定した．仮想で設定した各市場での需要

数と工場候補の例を Table  3-2 に示す． 

安全在庫を考慮したシナリオ 2 では，設定条件と結果の関係が分かりやすいように，製

造リードタイムバラツキに対応した安全在庫は考慮せず，需要変動に対する安全在庫 のみ

が設定される条件とした．そのため，製造リードタイムバラツキに対応した安全在庫係数

（ CoefS j）を 0 にし，販売バラツキに対する安全在庫係数（ CoefSS i）と販売予測バラツキ

に対する安全在庫係数（ CoefSF i）を 2 .33 に設定する．また，一般的に安全在庫量を大き

く左右する販売予測対象期間の違いに対する販売予測バラツキ（ FrcstVl ty i j）を 1 カ月先

が 5%，2 カ月先が 10%，3 か月先が 15%となるように設定し，1 カ月内で発生する販売バ

ラツキはすべての市場で 3%となるように設定した．  
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Table 3-2 Markets ’ demand and fac tory candidates  

Region  

Demand b y 

region  

(k  uni t s )  

Ci ty  
Demand b y c i ty  

(k  p ieces )  

Fac tory 

candida te  

(Yes  or  No)  

Japan 400 
Osaka  200 No 

Yokohama  200 No 

China  261 

Shanghai  30  No 

Bei j ing  51  No 

Guangzho u  30  Yes  

Shenzhen  30  Yes  

Shenyang  30  Yes  

Dal ian  30  Yes  

Qingdao  30  Yes  

Wuhan  30  Yes  

Korea  30  Seoul  30  Yes  

USA 120 

Los  Ange les  30  No 

New York  30  No 

At lanta  15  Yes  

San Franc isco  15  No 

Hous ton  15  Yes  

Chicago  15  No 

Braz i l  18  

Camp inas  2  Yes  

S a n  J o s e  D o s p i n h a i s  2  Yes  

San Paulo  10  No 

Manaus  2  Yes  

Rio  de  Jane i ro  2  Yes  

Argent ina  4  Bueno s  Aire s  4  Yes  

Mexico  6  

Aguasca l iente s  1  Yes  

Guanajua to  1  Yes  

Quere taro  1  Yes  

Ti juana  1  Yes  

Ci ty  1  No 

Monter rey  1  Yes  

Oceania  55  Syd ney  55  No 

Thai land  43  Bangko k  43  Yes  

Vie tnam 16  

Da Nang  4  Yes  

Ha Noi  4  Yes  

Ho Chi  Minh  8  Yes  

Phi l ipp ine  30  Mani l a  30  Yes  

Indones ia  104 Jakar ta  104 Yes  

Ind ia  23  

Ahmadabad  4  Yes  

Chennai  4  Yes  

New Delhi  7  No  

Banga lore  4  Yes  

Mumbai  4  Yes  

Pakis tan  18  Karachi  18  Yes  

Bangladesh  6  Dhaka  6  Yes  

Russ ia  30  S a i n t  P e t e r s b u r g  30  No 

Niger ia  26  Lagos  26  Yes  

Egypt  23  Cai ro  23  No 

Turkey 27  I s tanb ul  27  No 

Nether l and s  14  Amsterdam 14  No 

UK 46  Lo ndon  46  No 

South Afr i ca  41  Johannesb urg  41  Yes  
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 以上の様な仮想条件で実験を行うことから，本数値実験での選択結果自体に意味がある

わけでなく，想定した実験条件での選択結果の変化に意味がある．そこで，各実験で想定

される結果変化を実験別に示す．実験 1 では需要変動リスクを考慮せず，サプライネット

ワーク構造に起因したコスト最小の工場設置候補都市を得ることと，後に続く実験に対す

る全コストと全在庫金額のリファレンスを得ることが目的である．実験 2 ではコストは考

慮せず全在庫金額を最小にする工場設置候補都市を得ることから，実験 1 よりも多くの工

場設置候補都市が選ばれ，全在庫金額が実験 1 よりも大幅に縮小するであろうことを期待

する．実験 3 では全在庫金額上限で在庫金額制約をかけることで，実験 2 よりも少ない工

場設置候補都市が選ばれると共に，トータルコストも減少し実験 1 と実験 2 の間の金額に

なることを期待する．実験 4 では，コストの重みと在庫金額の重みが等しい状態で工場設

置候補都市が選ばれ，実験 3 に近い結果が得られるであろうことを期待する．実験 5 は需

要変動バラツキに対応した安全在庫を考慮するが，全在庫金額が安全在庫分実験 1 の結果

よりも大きくなるだけで，選択される工場設置候補都市とトータルコストは実験 1 と等し

くなる事を期待する．実験 6 は全在庫金額上限で在庫金額制約をかけることで，需要変動

に対応した在庫金額増加リスクを考慮した工場設置候補都市選択結果の変化 を期待する．

実験 7 は，トータルコストと在庫金額の両方を同じ重みで考慮した工場設置候補都市選択

結果が得られ，トータルコストと在庫金額のバランスを取った結果が得られることを期待

する．  

 

3 .4.2.  実験結果  

7 種類の実験結果の一覧を Table 3-3 に示す．Table 3-3 の最下段にある供給リードタイ

ムの平均は，在庫金額を考慮する上で重要な要素であり，在庫金額を考慮した実験の方が

考慮していない実験よりも小さい値を示していることが分かる．以降に各実験結果とその

考察を示す．   

実験 1 での工場候補都市と輸出先市場への製品輸出数配分結果を Table 3-4 に示す．実

験 1 の工場設置候補都市は，東南アジアの 3 都市（バンコク，ダナン，ハノイ）とバング

ラデシュの 1 都市（ダッカ），ナイジェリアの 1 都市（ラゴス）の合計 5 都市が選定され

た．東南アジアの 3 都市は東アジア向け，ダッカは東アジアの一部とインド中東向け，ラ

ゴスは南北アメリカとヨーロッパおよびアフリカ向け製品の工場に割り振られた．地理的

配置によるトータルコストの最小値を得る工場配置がリファレンスとして得られた． 

コストを一切考慮せず，在庫金額を最小化する実験 2 での工場候補都市と輸出先市場へ

の製品輸出数配分結果を Table 3-5 に示す．この結果では，日本と中国向けに中国 2 都市

（青島，武漢），南米向けにブラジル 1 都市（カンピーナス），北米向けにメキシコ 1

都市（ティファナ），東南アジアと東アジアの一部向けに東南アジア 3 都市（バンコク，

ダナン，ジャカルタ），インド中東向けにインドエリア 2 都市（ムンバイ，ダッカ），北
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米の一部とヨーロッパおよびアフリカ向けにナイジェリア 1 都市（ラゴス）と選択可能上

限の 10 都市が割り振られた．その結果，期待していた通り実験 1 に対して実験 2 の在庫

金額を約 20%削減することができたが，工場数が実験 1 に対して 2 倍になったことから固

定費が増加し，Table 3-3 に示したようにトータルコストは約 46%増加する結果となった． 

在庫金額 $1.5M を上限制約として考慮した実験 3 での工場候補都市と輸出先市場への製

品輸出数配分結果を Table 3-6 に示す．この結果では，東アジアと東南アジア向けに東南

アジア 3 都市（ダナン，ハノイ，ジャカルタ），インドエリアや中東向けにバングラデシ

ュ 1 都市（ダッカ），北アメリカ向けにメキシコ 1 都市（アグアスカリエンテス），ヨー

ロッパや南米，アフリカ向けにナイジェリア 1 都市（ラゴス）の合計 6 都市が割り振られ

た．Table 3-3 に示したように，制約どおり在庫金額は $1 .5M（実験 1 に対して約 11 .2%削

減）に抑えられ，トータルコストは実験 1 に対して約 10 .5%増加にとどめることができた．  

在庫金額上限制約をかけず，目的関数におけるトータルコスト項と在庫金額項の重み係

数を同じにした条件（ Cc=0.5，Ci=0.5）での実験 4 での工場候補都市と輸出先市場への製

品輸出数配分結果を Table 3-7 に示す．この結果では，東アジアと東南アジア向けに東南

アジア 3 都市（バンコク，ダナン，ハノイ），インドエリアや中東向けにバングラデシュ

1 都市（ダッカ），南北アメリカやヨーロッパ，アフリカ向けにナイジェリア 1 都市（ラ

ゴス）の合計 5 都市が割り振られた．選択された工場は実験 1 と同じであったが，輸出先

への出荷台数配分が調整され， Table 3-3 に示したように在庫制約が無くともトータルコ

ストを約 0 .1%以下の増加に抑えながら在庫金額を約 3 .7%削減できる工場選択結果を得る

ことができた．  

実験 5 での工場候補都市と輸出先市場への製品輸出数配分結果を Table 3-8 に示す．こ

の結果では，想定の通り実験 1 の工場選択結果と同じ結果となり， Table 3-3 に示したよ

うに在庫金額のみ需要変動に対応した安全在庫金額が増加した．  

実験 6 での工場候補都市と輸出先市場への製品輸出数配分結果を Table 3-9 に示す．こ

の結果では，実験 5 で得られた在庫金額 $2 .12M よりも小さい $2 .00M を在庫金額上限制約

として加えた．その結果，選択された工場の数は実験 5 と同じ 5 工場ではあったが，バン

コクが無くなり青島が選択された．実験 5 では中国の各都市にはハノイから製品が供給さ

れていたが，実験 6 では中国の都市の半分以上が青島からの供給に変わり，実験 5 でバン

コクから製品供給されていた都市は，ダナンやダッカから製品供給される配分になってい

た．実験 5 と実験 6 のそれぞれで選択された工場と市場の組合せにおける供給リードタイ

ムの平均値は，実験 6 の方が約 6 .4%短くなっており，想定した通り販売予測バラツキに

よる在庫増加リスクを小さくする方向で，工場候補都市が選択される結果となった．実 験

5 に対して実験 6 の在庫金額は，表 3-3 に示したように約 5 .6%削減され全コストの上昇は

約 4 .2%に抑えられている．  

目的関数におけるトータルコスト項と在庫金額項の重み係数を同じにした実験 7 の場
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合での工場候補都市と輸出先市場への製品輸出数配分結果を Table  3-10 に示す．この結

果では，コスト最小のみの条件である実験 5 と同じ 5 か所の工場が選択された．しかし，

工場から市場への輸出数量配分に違いがあり，在庫金額は約 2 .8%削減され，トータルコ

ストは約 0 .02%の上昇に抑えられる結果となった． 

Table 3-3 Resul ts  of  each exper iment  (summ ary)  

E x p e r i m e n t  

N u m b e r  
1  2  3  4  5  6  7  

Se lec ted  

fac tory  

Bangko k  

Da Nang  

Ha Noi  

Dhaka  

Lagos  

 

 

 

 

 

Qingdao  

Wuhan  

C a m p i n a s  

Ti juana  

Bangko k  

Da Nang  

Jakar ta  

Mumbai  

Dhaka  

Lagos  

Aguasca l i

ente s  

Da Nang  

Ha Noi  

Jakar ta  

Dhaka  

Lagos  

Bangko k  

Da Nang  

Ha Noi  

Dhaka  

Lagos  

 

Bangko k  

Da Nang  

Ha Noi  

Dhaka  

Lagos  

 

Qingdao  

Da Nang  

Ha Noi  

Dhaka  

Lagos  

 

Bangko k  

Da Nang  

Ha Noi  

Dhaka  

Lagos  

 

Tota l  cos t  

(M$)  
46 .93  68 .71  51 .88  46 .94  46 .93  48 .90  46 .94  

Tota l  

inventory 

amount  

(M$)  

1 .69  1 .35  1 .50  1 .63  2 .12  2 .00  2 .06  

Average  

of  supply 

lead  t ime  

(day)  

12 .61  6 .02  8 .87  12 .61  12 .61  11 .81  12 .61  
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Table 3-4 Resul t  of  exper iment  number  1 ( in  deta i ls )  

Ci ty  Dhaka  Da Nang  Ha Noi  Bangko k  Lagos  

Osaka  200 0  0  0  0  

Yokohama  11 185 4  0  0  

Shanghai  0  0  30  0  0  

Bei j ing  0  0  51  0  0  

Guangzho u  0  0  30  0  0  

Shenzhen  0  0  30  0  0  

Shenyang  0  0  30  0  0  

Dal ian  0  0  30  0  0  

Qingdao  0  0  30  0  0  

Wuhan  0  0  30  0  0  

Seoul  0  0  30  0  0  

Los  Ange les  0  0  0  0  30  

New York  0  0  0  0  30  

At lanta  0  0  0  0  15  

San Franc isco  0  0  0  15  0  

Hous ton  0  0  0  0  15  

Chicago  0  0  0  0  15  

Camp inas  0  0  0  0  2  

S a n  J o s e  D o s p i n h a i s  0  0  0  0  2  

San Paulo  0  0  0  0  10  

Manaus  0  0  0  0  2  

Rio  de  Jane i ro  0  0  0  0  2  

Bueno s  Aire s  0  0  0  0  4  

Aguasca l iente s  0  0  0  0  1  

Guanajua to  0  0  0  0  1  

Quere taro  0  0  0  0  1  

Ti juana  0  0  0  0  1  

Ci ty  0  0  0  0  4  

Monter rey  0  0  1  0  0  

Syd ney  0  55  0  0  0  

Bangko k  0  0  0  43  0  

Da Nang  0  4  0  0  0  

Ha Noi  0  0  4  0  0  

Ho Chi  Minh  0  8  0  0  0  

Mani l a  0  30  0  0  0  

Jakar ta  0  18  0  86  0  

Ahmadabad  4  0  0  0  0  

Chennai  4  0  0  0  0  

New Delhi  7  0  0  0  0  

Banga lore  4  0  0  0  0  

Mumbai  4  0  0  0  0  

Karachi  18  0  0  0  0  

Dhaka  6  0  0  0  0  

S a i n t  P e t e r s b u r g  0  0  0  0  30  

Lagos  0  0  0  0  26  

Cai ro  23  0  0  0  0  

I s tanb ul  19  0  0  0  8  

Amsterdam 0  0  0  0  14  

Lo ndon  0  0  0  0  46  

Johannesb urg  0  0  0  0  41  

     (k  p ieces)  
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Table 3-5 Resul t  of  exper iment  number  2 ( in  deta i ls )  

Ci ty  C a m p i n a s  J a k a r t a  D h a k a  D a  N a n g  T i j u a n a  B a n g k o k  M u m b a i  L a g o s  Q i n g d a o  W u h a n  

Osaka  0  0  0  11 0  0  0  0  189 0  

Yokohama  0  0  0  200 0  0  0  0  0  0  

Shanghai  0  0  0  0  0  0  0  0  30  0  

Bei j ing  0  0  0  0  0  0  0  0  51  0  

Guangzho u  0  0  0  30  0  0  0  0  0  0  

Shenzhen  0  0  0  0  0  0  0  0  0  30  

Shenyang  0  0  0  0  0  0  0  0  0  30  

Dal ian  0  0  0  0  0  0  0  0  0  30  

Qingdao  0  0  0  0  0  0  0  0  0  30  

Wuhan  0  0  0  0  0  0  0  0  0  30  

Seoul  0  0  0  0  0  0  0  0  30  0  

Los  Ange les  0  0  0  0  30  0  0  0  0  0  

New York  0  0  0  0  0  0  0  30  0  0  

At lanta  0  0  0  0  0  0  0  15  0  0  

San Franc isco  0  0  0  0  15  0  0  0  0  0  

Hous ton  0  0  0  0  15  0  0  0  0  0  

Chicago  0  0  0  0  15  0  0  0  0  0  

Camp inas  2  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

S a n  J o s e  D o s p i n h a i s  2  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

San Paulo  10  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

Manaus  0  0  0  0  0  0  0  2  0  0  

Rio  de  Jane i ro  2  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

Bueno s  Aire s  4  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

Aguasca l iente s  0  0  0  0  1  0  0  0  0  0  

Guanajua to  0  0  0  0  1  0  0  0  0  0  

Quere taro  0  0  0  0  1  0  0  0  0  0  

Ti juana  0  0  0  0  1  0  0  0  0  0  

Ci ty  0  0  0  0  4  0  0  0  0  0  

Monter rey  0  0  0  0  1  0  0  0  0  0  

Syd ney  0  34  0  21  0  0  0  0  0  0  

Bangko k  0  0  0  0  0  43  0  0  0  0  

Da Nang  0  0  0  4  0  0  0  0  0  0  

Ha Noi  0  0  0  4  0  0  0  0  0  0  

Ho Chi  Minh  0  0  0  0  0  8  0  0  0  0  

Mani l a  0  0  0  30  0  0  0  0  0  0  

Jakar ta  0  104 0  0  0  0  0  0  0  0  

Ahmadabad  0  0  0  0  0  0  4  0  0  0  

Chennai  0  0  4  0  0  0  0  0  0  0  

New Delhi  0  0  0  0  0  0  7  0  0  0  

Banga lore  0  0  4  0  0  0  0  0  0  0  

Mumbai  0  0  0  0  0  0  4  0  0  0  

Karachi  0  0  0  0  0  0  18  0  0  0  

Dhaka  0  0  6  0  0  0  0  0  0  0  

S a i n t  P e t e r s b u r g  0  0  0  0  0  0  0  30  0  0  

Lagos  0  0  0  0  0  0  0  26  0  0  

Cai ro  0  0  0  0  0  0  23  0  0  0  

I s tanb ul  0  0  0  0  0  0  0  27  0  0  

Amsterdam 0  0  0  0  0  0  0  14  0  0  

Lo ndon  0  0  0  0  0  0  0  46  0  0  

Johannesb urg  0  0  0  0  0  0  0  41  0  0  

         (k  p ieces )  
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Table 3-6 Resul t  of  exper iment  number  3 ( in  deta i ls )  

Ci ty  Aguasca l iente s  Jakar ta  Dhaka  Da Nang  Ha Noi  Lagos  

Osaka  0  0  0  200 0  0  

Yokohama  0  2  16  66  116 0  

Shanghai  0  0  0  0  30  0  

Bei j ing  0  0  51  0  0  0  

Guangzho u  0  0  0  0  30  0  

Shenzhen  0  0  0  0  30  0  

Shenyang  0  0  0  0  30  0  

Dal ian  0  0  0  0  30  0  

Qingdao  0  0  0  0  30  0  

Wuhan  0  0  30  0  0  0  

Seoul  0  0  0  30  0  0  

Los  Ange les  30  0  0  0  0  0  

New York  0  0  0  0  0  30  

At lanta  0  0  0  0  0  15  

San Franc isco  15  0  0  0  0  0  

Hous ton  15  0  0  0  0  0  

Chicago  15  0  0  0  0  0  

Camp inas  0  0  0  0  0  2  

S a n  J o s e  D o s p i n h a i s  0  0  0  0  0  2  

San Paulo  0  0  0  0  0  10  

Manaus  0  0  0  0  0  2  

Rio  de  Jane i ro  0  0  0  0  0  2  

Bueno s  Aire s  0  0  0  0  0  4  

Aguasca l iente s  1  0  0  0  0  0  

Guanajua to  1  0  0  0  0  0  

Quere taro  1  0  0  0  0  0  

Ti juana  1  0  0  0  0  0  

Ci ty  4  0  0  0  0  0  

Monter rey  1  0  0  0  0  0  

Syd ney  0  55  0  0  0  0  

Bangko k  0  43  0  0  0  0  

Da Nang  0  0  0  4  0  0  

Ha Noi  0  0  0  0  4  0  

Ho Chi  Minh  0  6  2  0  0  0  

Mani l a  0  30  0  0  0  0  

Jakar ta  0  104 0  0  0  0  

Ahmadabad  0  0  4  0  0  0  

Chennai  0  0  4  0  0  0  

New Delhi  0  0  7  0  0  0  

Banga lore  0  0  4  0  0  0  

Mumbai  0  0  4  0  0  0  

Karachi  0  0  18  0  0  0  

Dhaka  0  0  6  0  0  0  

S a i n t  P e t e r s b u r g  0  0  0  0  0  30  

Lagos  0  0  0  0  0  26  

Cai ro  0  0  23  0  0  0  

I s tanb ul  0  0  1  0  0  26  

Amsterdam 0  0  0  0  0  14  

Lo ndon  0  0  0  0  0  46  

Johannesb urg  0  0  0  0  0  41  

      (k  p ieces)  
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Table 3-7 Resul t  of  exper iment  number  4 ( in  deta i ls )  

Ci ty  Dhaka  Da Nang  Ha Noi  Bangko k  Lagos  

Osaka  200 0  0  0  0  

Yokohama  114 0  86  0  0  

Shanghai  0  0  30  0  0  

Bei j ing  51  0  0  0  0  

Guangzho u  0  0  30  0  0  

Shenzhen  0  0  30  0  0  

Shenyang  0  0  30  0  0  

Dal ian  0  0  30  0  0  

Qingdao  0  0  30  0  0  

Wuhan  30  0  0  0  0  

Seoul  0  0  30  0  0  

Los  Ange les  0  0  0  0  30  

New York  0  0  0  0  30  

At lanta  0  0  0  0  15  

San Franc isco  0  0  0  0  15  

Hous ton  0  0  0  0  15  

Chicago  0  0  0  0  15  

Camp inas  0  0  0  0  2  

S a n  J o s e  D o s p i n h a i s  0  0  0  0  2  

San Paulo  0  0  0  0  10  

Manaus  0  0  0  0  2  

Rio  de  Jane i ro  0  0  0  0  2  

Bueno s  Aire s  0  0  0  0  4  

Aguasca l iente s  0  0  0  0  1  

Guanajua to  0  0  0  0  1  

Quere taro  0  0  0  0  1  

Ti juana  0  0  0  0  1  

Ci ty  0  0  0  0  1  

Monter rey  0  0  0  0  1  

Syd ney  0  55  0  0  0  

Bangko k  0  0  0  43  0  

Da Nang  0  4  0  0  0  

Ha Noi  0  0  4  0  0  

Ho Chi  Minh  0  8  0  0  0  

Mani l a  0  30  0  0  0  

Jakar ta  0  3  0  101 0  

Ahmadabad  4  0  0  0  0  

Chennai  4  0  0  0  0  

New Delhi  7  0  0  0  0  

Banga lore  4  0  0  0  0  

Mumbai  4  0  0  0  0  

Karachi  18  0  0  0  0  

Dhaka  6  0  0  0  0  

S a i n t  P e t e r s b u r g  0  0  0  0  30  

Lagos  0  0  0  0  26  

Cai ro  23  0  0  0  0  

I s tanb ul  27  0  0  0  0  

Amsterdam 0  0  0  0  14  

Lo ndon  0  0  0  0  46  

Johannesb urg  8  0  0  0  33  

     (k  p ieces )  
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Table 3-8 Resul t  of  exper iment  number  5 ( in  deta i ls )  

Ci ty  Dhaka  Da Nang  Ha Noi  Bangko k  Lagos  

Osaka  200 0  0  0  0  

Yokohama  11 185 4  0  0  

Shanghai  0  0  30  0  0  

Bei j ing  0  0  51  0  0  

Guangzho u  0  0  30  0  0  

Shenzhen  0  0  30  0  0  

Shenyang  0  0  30  0  0  

Dal ian  0  0  30  0  0  

Qingdao  0  0  30  0  0  

Wuhan  0  0  30  0  0  

Seoul  0  0  30  0  0  

Los  Ange les  0  0  0  0  30  

New York  0  0  0  0  30  

At lanta  0  0  0  0  15  

San Franc isco  0  0  0  15  0  

Hous ton  0  0  0  0  15  

Chicago  0  0  0  0  15  

Camp inas  0  0  0  0  2  

S a n  J o s e  D o s p i n h a i s  0  0  0  0  2  

San Paulo  0  0  0  0  10  

Manaus  0  0  0  0  2  

Rio  de  Jane i ro  0  0  0  0  2  

Bueno s  Aire s  0  0  0  0  4  

Aguasca l iente s  0  0  0  0  1  

Guanajua to  0  0  0  0  1  

Quere taro  0  0  0  0  1  

Ti juana  0  0  0  0  1  

Ci ty  0  0  0  0  4  

Monter rey  0  0  1  0  0  

Syd ney  0  55  0  0  0  

Bangko k  0  0  0  43  0  

Da Nang  0  4  0  0  0  

Ha Noi  0  0  4  0  0  

Ho Chi  Minh  0  8  0  0  0  

Mani l a  0  30  0  0  0  

Jakar ta  0  18  0  86  0  

Ahmadabad  4  0  0  0  0  

Chennai  4  0  0  0  0  

New Delhi  7  0  0  0  0  

Banga lore  4  0  0  0  0  

Mumbai  4  0  0  0  0  

Karachi  18  0  0  0  0  

Dhaka  6  0  0  0  0  

S a i n t  P e t e r s b u r g  0  0  0  0  30  

Lagos  0  0  0  0  26  

Cai ro  23  0  0  0  0  

I s tanb ul  19  0  0  0  8  

Amsterdam 0  0  0  0  14  

Lo ndon  0  0  0  0  46  

Johannesb urg  0  0  0  0  41  

     (k  p ieces)  
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Table 3-9 Resul t  of  exper iment  number  6 ( in  deta i ls )  

City  Dhaka  Da Nang  Ha Noi  Lagos  Qingdao  

Osaka  0  200 0  0  0  

Yokohama  0  0  200 0  0  

Shanghai  0  0  10  0  20  

Bei j ing  0  0  0  0  51  

Guangzho u  0  0  30  0  0  

Shenzhen  0  0  30  0  0  

Shenyang  0  0  0  0  30  

Dal ian  0  0  0  0  30  

Qingdao  0  0  0  0  30  

Wuhan  0  0  0  0  30  

Seoul  0  4  26  0  0  

Los  Ange les  0  0  0  30  0  

New York  0  0  0  30  0  

At lanta  0  0  0  15  0  

San Franc isco  0  15  0  0  0  

Hous ton  0  0  0  15  0  

Chicago  0  1  0  14  0  

Camp inas  0  0  0  2  0  

S a n  J o s e  D o s p i n h a i s  0  0  0  2  0  

San Paulo  0  0  0  10  0  

Manaus  0  0  0  2  0  

Rio  de  Jane i ro  0  0  0  2  0  

Bueno s  Aire s  0  0  0  4  0  

Aguasca l iente s  0  0  0  1  0  

Guanajua to  0  0  0  1  0  

Quere taro  0  0  0  1  0  

Ti juana  0  0  0  1  0  

Ci ty  0  0  0  4  0  

Monter rey  0  0  0  1  0  

Syd ney  55  0  0  0  0  

Bangko k  0  43  0  0  0  

Da Nang  0  4  0  0  0  

Ha Noi  0  0  4  0  0  

Ho Chi  Minh  5  3  0  0  0  

Mani l a  0  30  0  0  0  

Jakar ta  104 0  0  0  0  

Ahmadabad  4  0  0  0  0  

Chennai  4  0  0  0  0  

New Delhi  7  0  0  0  0  

Banga lore  4  0  0  0  0  

Mumbai  4  0  0  0  0  

Karachi  18  0  0  0  0  

Dhaka  6  0  0  0  0  

S a i n t  P e t e r s b u r g  0  0  0  30  0  

Lagos  0  0  0  26  0  

Cai ro  23  0  0  0  0  

I s tanb ul  27  0  0  0  0  

Amsterdam 0  0  0  14  0  

Lo ndon  0  0  0  46  0  

Johannesb urg  0  0  0  41  0  

     (k  p ieces )  
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Table 3-10 Resu l t  of  exper iment  number  7 ( in  deta i ls )  

City  Dhaka  Da Nang  Ha Noi  Bangko k  Lagos  

Osaka  0  200 0  0  0  

Yokohama  114 0  88  0  0  

Shanghai  0  0  30  0  0  

Bei j ing  51  0  0  0  0  

Guangzho u  0  0  30  0  0  

Shenzhen  0  0  30  0  0  

Shenyang  0  0  30  0  0  

Dal ian  0  0  30  0  0  

Qingdao  0  0  30  0  0  

Wuhan  30  0  0  0  0  

Seoul  0  0  30  0  0  

Los  Ange les  0  0  0  0  30  

New York  0  0  0  0  30  

At lanta  0  0  0  0  15  

San Franc isco  0  0  0  0  15  

Hous ton  0  0  0  0  15  

Chicago  0  0  0  0  15  

Camp inas  0  0  0  0  2  

S a n  J o s e  D o s p i n h a i s  0  0  0  0  2  

San Paulo  0  0  0  0  10  

Manaus  0  0  0  0  2  

Rio  de  Jane i ro  0  0  0  0  2  

Bueno s  Aire s  0  0  0  0  4  

Aguasca l iente s  0  0  0  0  1  

Guanajua to  0  0  0  0  1  

Quere taro  0  0  0  0  1  

Ti juana  0  0  0  0  1  

Ci ty  0  0  0  0  4  

Monter rey  0  0  0  0  1  

Syd ney  0  55  0  0  0  

Bangko k  0  0  0  43  0  

Da Nang  0  4  0  0  0  

Ha Noi  0  0  4  0  0  

Ho Chi  Minh  0  8  0  0  0  

Mani l a  0  30  0  0  0  

Jakar ta  0  3  0  101 0  

Ahmadabad  4  0  0  0  0  

Chennai  4  0  0  0  0  

New Delhi  7  0  0  0  0  

Banga lore  4  0  0  0  0  

Mumbai  4  0  0  0  0  

Karachi  18  0  0  0  0  

Dhaka  6  0  0  0  0  

S a i n t  P e t e r s b u r g  0  0  0  0  30  

Lagos  0  0  0  0  26  

Cai ro  23  0  0  0  0  

I s tanb ul  27  0  0  0  0  

Amsterdam 0  0  0  0  14  

Lo ndon  0  0  0  0  46  

Johannesb urg  8  0  0  0  33  

     (k  p ieces)  
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3.4.3.  実務適用に向けた考察  

実務への適用を考えた場合，実験 2 を除いた実験 1 から実験 7 までの工場候補都市選択

作業を行うことが想定される．実験 2 については確かに在庫金額を最小にできたが，コス

トが上昇しすぎており，現実的な選択結果とは言えない．今回の数値実験の結果からは，

ダナン，ハノイ，ダッカ，ラゴスを工場候補都市として選択を決定し，アグアスカリエン

テス，バンコク，青島を次点の候補として更に詳細な比較検討に入ることになるであろう．

また，実験 5，実験 6，実験 7 の結果より，需要変動を考慮した場合の工場候補都市とし

ての青島は次点候補の中でも優先的に選ばれる可能性が高い．その理由は，在庫金額上限

制約を有効にした条件でのみ選択された工場候補都市だからである．本手法で工場の選択

結果に在庫を考慮させる方法は，実験 6 のように在庫上限制約をかける方法と，実験 7

のようにコストと在庫金額の重み係数を使う場合が想定される．在庫上限制約をかける方

法は運転資金上限で制約をかけることと一致するため分かりやすい．一方で，重み係数を

活用する実験 7 の様な場合は，ビジネスの状況によって重みの値を調整する必要があると

考えている．コストの優先度を上げて在庫金額の増減を確認したり，在庫金額の重みを調

整して選択拠点が切り替わる感度分析を行うなど，シミュレーションに活用する方法であ

る．この重み係数の活用方法に関する検討は，実務的には評価実験を何度も繰り返す必要

があることから，本論文では実験 4 と実験 7 については結果の提示のみとする．  

 

3.5.  結言  

第 1 章の研究の方針で挙げた 2 点目の研究課題に対して本章の研究結果をまとめる．在

庫金額を制約に加えられるモデルを構築したことで，運転資金で運営可能な在庫金額を維

持しながらコスト最小となる工場選択を可能にした．これによって，グローバルサプライ

チェーンの戦略設計段階において，コストだけでなく在庫金額も考慮したサプライネット

ワークモデルを提案することが可能となった．また，安全在庫を考慮することで，需要変

動による在庫増加リスクも考慮した拠点配置の検討にも活用可能である．今回の数値実験

の結果を見ると，我々の提案する手法では，最適な拠点配置を一つに決定することは難し

いが，コストと在庫金額を基準に需要変動などのリスクを考慮して，複数の拠点配置候補

を絞り込むには有効活用できると考える．実務への活用を考えると，サプライネットワー

クモデルの複雑化を進めるのではなく，設計時点での情報精度を考慮しシンプルに素早く

結論が出せる上に，早い段階からリスクを考慮できる手法構築がより有効だと考えられる． 
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第4章  

近似的コストモデルの複数品種化による実務適用  

4.1.  緒言  

 第 2 章，第 3 章ではグローバルサプライネットワークの戦略設計段階における拠点配置

設計に焦点を絞り数理的最適化手法の適用を提案した．実務の中でも本手法を活用し，過

去に設立された 1 か所の海外工場の配置妥当性評価などを実施し，実ビジネスでの有効性

を確認することができた．一方で，本章で対象とする製品事業では，既に海外工場で新し

い規格に対応する新製品を製造し始めて数年が経過していた．この製品は国内顧客の需要

が高い量産系 BtoB（ Bus iness  to  B usiness）事業で，ある程度のボリュームを持った製品数

量が変動しながら顧客へ供給されている．このビジネス環境の中で，海外工場配置が決定

された後の日本国内への輸送ルート設計に活用したいとの要望が出された．現状の国内輸

送ルートは，国内工場に併設されたコスト的に有利な社内倉庫の一部を活用していたが，

輸入数量の増加によって社内倉庫だけではまかなえなくなり，外部の貸し倉庫を利用する

ようになった．この様な段階で，複数ある日本国内の配送センター（ DC）を有効活用し，

コスト最小となる輸送ルートを決定することが要求である．そこで，本研究で構築した手

法適用を試み，本手法で導き出した結果を確認する． 

4.2.  実ビジネスの課題への提案手法適用方法概要  

 対象とした実ビジネスは，数年前から東南アジアの一都市に新工場を設立し生産を開始

し，日本国内へ製品を供給している．特に昨年はその生産台数が大幅に増加した．生産台

数が増加する前は，日本にある同製品工場内にある製品倉庫を安い使用料で活用できてい

たため，この社内倉庫を国内唯一の配送センターとして活用していた．しかし，昨年は生

産台数が大幅に増加したため，社内倉庫の容量では不足してしまい使用料の高い外部倉庫

を使わなければならなくなった．この外部倉庫の配置候補は，中部地方，関東地方が主要

配送センターとなり，北海道地方，東北地方，九州地方にもそれに順ずる配送センターが

ある．製品は大きさや重さが様々で，1 枚のパレットに積載される台数も製品品種によっ

て違っていた．また，この事業は BtoB 事業の中でもシェアが安定しており，今年の販売

目標は昨年の販売目標から大きく変化するものではない．国内製造製品の場合，需要変動

などに対応するための安全在庫量を 30 日分としており，海外工場からの輸送リードタイ

ムと輸送頻度を考慮して， 60 日分の製品在庫を基準在庫として配送センターに置く方針

も昨年とは大きく変化は無い． 
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この事例では，社内倉庫を有効に活用しながら，顧客の所在地に合わせて適切な外部倉

庫を伴った配送センターを選択しなければならなかった．そこで，昨年 1 年間の輸送実績

を使い，製品別顧客別のコスト最小となる配送センターを，本提案手法で選び出すことと

した．社内倉庫利用制約をかけるために能力制約を活用し，式 (2 .10)の Cap j を社内倉庫の

保管可能面積として読み替え，社内倉庫の年間通過台数の 60 日分の貨物を保管するため

に必要な面積が，社内倉庫保管可能面積を越えないという制約をかけることとした．  

 我々がこの課題に直面した段階では， Table 1-1 で知り得ない情報と示した項目の多く

が知り得る情報となった．以下に新たに知ることができた情報項目を示す． 

・海外工場の詳細位置  

・詳細な製品品種 

・製品品種別の主な顧客  

・過去 1 年間の製品品種別顧客別の出荷台数実績  

・市場における顧客の詳細位置  

・配送センター候補の詳細位置  

・配送センター候補の詳細保管能力 

 この課題は，第 2 章第 3 章の想定と違い，複数品種に対応して海外工場→配送センター

→顧客の 2 階層のサプライチェーンで最適な配送センターを選択することである．最適な

配送センターを選択するとは，顧客別製品品種別の配送要求を実ビジネスの制約を考慮し

ながら，コスト最小となる海外工場→配送センター→顧客のルートを決定することを意味

する． 

一方で，海外工場位置は決定されており，最寄りの輸出港も決定している．日本国内の

顧客は日本中に存在するため，輸送コストを下げるためにも，国内に 複数存在する配送セ

ンター経由ルートをコスト最小にしなければならない．そのため，配送センター選択問題

を定義し，コスト最小となる顧客別製品別の配送ルートの配分結果を示せば，年間の配送

ルートの意志決定支援ができる． 

4.3.  配送センター選択問題の定義  

4.3.1.  サプライネットワークの定義  

この状況に対応した一般的なサプライネットワークは Fig.  4-1 のように表すことがで

きる．これは， 2 階層（ 2  echelon），複数品種（ mult i -co mmodi ty）モデルに見える． 

しかし，既に戦略設計レベルの段階からオペレーショナルレベルに移行しており工場の

位置と数は決定されている．更に配送センターの数も限定された．この状況から，工場と

配送センターの組合せを一つのルートとして定義することで階層を減らすことが可能と

なる．また，市場側も顧客名と製品モデル名の組合せ別の需要と設定すれば，複数製品へ
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の対応も可能となる．戦略設計レベルで決定された工場の数を 2，配送センターの数を 3

とし，製品の顧客への供給先が Fig.  4-1 と同様であると仮定した時のサプライネットワー

クは Fig.  4-2 のように表わされる． 

 

F ig.  4-1  Two eche lon and mult i -commodity supp ly network  

 

F ig.  4-2 Modi f ied supply network  char t  by us ing Route  

F ig.  4-2 に示した供給元のルート化と複数品種に対応させることを考慮すると，Fig.  2-1

で示したサプライネットワークモデルを拡張し Fig.  4-3 のように表わすことができる．こ
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れによって，第 2 章で定義した一階層のサプライネットワークモデルとして扱うことが可

能となる． 

 

F ig.  4-3  Transpor tat ion model  for  evaluat ion  by us ing  Route j  

 更に， Cusomer i と Model k は互いに独立で組み合わされるため， Customer のインデック

ス i と品種のインデックス k の組合せである ik を， Customer_Mo del のインデックス i と

表現し直す．最終的に， Fig.  4-4 のように表せることから，項目の読み替えにより第 2 章

で定式化されたモデルに帰着できる． 

 

F ig.  4-4 Modi f ied t ranspor tat ion model  by us ing Route j  and Custo mer_Model i  

 

4 .3.2.  定式化  

 Fig.  4-4 に示したように，第 2 章第 3 章のモデルでは単品種の市場別の需要が顧客別販

売目標になっていたのに対して，顧客別品種別（ Customer_ Mod el と記述する）の需要が

販売目標となるように拡張する．配送センター選択問題の表記に使用する記号で第 2 章の
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定義から拡張した記号を以下に示す． 

i： Customer_Model のインデックス（ i=1,… ,I）  

j： Route（工場・配送センター）のインデックス（ j=1,… ,J）  

x i j： Route j から Customer_Model i への年間製品供給数量（千個 /年）  

Avl i： Route j  使用の場合  1，それ以外 0 

Cap j： Route j の生産能力（千個 /年）  

D i： Customer_Model i の販売目標（千個 /年）  

Cost i j： Route j から Cus tomer_Model i へ供給する製品単体での全変動費（基準通貨単位 /個） 

FixC j： Route j の基準通貨での固定費  （基準通貨単位 /年）  

FixLC j： Route j の現地通貨での固定費 （現地通貨単位 /年）  

OutTri f i j： Route j から Customer_Model i への輸出税率  

TransC i j： Route j から Customer_Model i への輸送コスト（基準通貨単位 /個）  

TransLC j： Route j の工場から最寄り港への陸上輸送コスト  （現地通貨単位 /個）  

TransSC i j： Route j の最寄り港から Customer_ Model i の最寄り港への海上輸送コスト（基準

通貨単位 /個）  

TransLC i： Cus tomer_Model i の最寄り港から Customer_Model i 所在地への陸上輸送コスト 

（現地通貨単位 /個）  

TrnsIns i j： Route j から Customer_Model i への輸送保険料率  

InTri f i j： Route j から Customer_Model i への輸入税率  

ProdC j： Route j での材料コスト  （基準通貨単位 /個）  

MfgC j： Route j での製造する作業コスト  （現地通貨単位 /個）  

MngF j： Route j での製造管理コスト比率  

PurC n j： Route j での調達部材 n のコスト  （現地通貨単位 /個）  

E j： Route j 内の工場が立地する国での現地通貨の対基準通貨為替レート  

E i： Customer_ Model i が立地する国での現地通貨の対基準通貨為替レート  

 こ れ ら の 拡 張 を 行 っ た 上 で ， 第 2 章 の コ ス ト 基 準 の 目 的 関 数 (2 .7 ) と 制 約 式

(2 .8 ) (2 .9 ) (2 .11)を適用する．  

 また 4 .3 .2 小節のユースケースで説明した社内倉庫保管可能面積制約のために，工場生

産能力制約式 (2 .10)を社内倉庫保管可能面積制約に拡張した式 (4 .1 )と更に社内倉庫保管可

能パレット枚数制約に変換した式 (4 .2 )，新たに追加した表記に使用する記号を以下に示す． 

J：社内倉庫を使用する場合の Route（工場・配送センター）のインデックス  

InvS：基準在庫保有日数（日）  

QP i： Customer_Model i の積載台数 /パレット  

LimSQ J：配送センター J の広さ上限  

Day： 1 年の日数（日）  
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X i J：配送センター J に保管される InvS 日分のパレット枚数  

LimPL J：配送センター J に保管されるパレット枚数上限  

 

∑ (
𝑥𝑖𝐽

𝑄𝑃𝑖
⁄ × 𝐼𝑛𝑣𝑆

𝐷𝑎𝑦⁄ )𝐼
𝑖 ≤

𝐿𝑖𝑚𝑆𝑄𝐽
1.2

⁄                                               (4 .1 ) 

∑ 𝑋𝑖𝐽
𝐼
𝑖 ≤ 𝐿𝑖𝑚𝑃𝐿𝐽 ×

𝐷𝑎𝑦
𝐼𝑛𝑣𝑆⁄                                                      (4 .2 ) 

 

制約式 (4 .2 )は社内倉庫を使用する Route J を通る全ての製品の，平均 60 日分（基準在庫

保有日数）の保管面積のパレット枚数換算値合計が，社内倉庫保管可能面積上限のパレッ

ト枚数換算値と基準在庫回転数 /年の積を上回らないという制約を示している．  

4.4.  提案手法の適用  

4.4.1.  評価対象輸送ルート  

 評価対象と輸送ルートは，東南アジアの 1 か所の工場から日本に向けた輸入を対象にす

る．輸送ルートの概略を Fig.  4-5 に示す．  

顧客は国内に広く分散し，東南アジア工場の最寄りの港から船便で輸送する．日本に輸

入する時は，評価対象となる 6 か所の配送センターに一時保管する．輸入する港はそれぞ

れの配送センターに最寄りの港とする．配送センターの候補は 6 か所ある．その内 1 か所

が中部地方にある社内倉庫で，社内倉庫周辺に 1 か所の貸倉庫がある．それ以外は関東地

方，東北地方，北海道地方，九州地方に 1 か所ずつ貸倉庫を準備できる状態にしている．  

 

F ig.  4-5  Transpor t ing routes for  the eva luat ion  
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4.4.2.  入力データの設定  

（ 1）入力データ設定手順  

 入手可能なデータを整理するために，その手順をまとめる．対象とする製品の種類，供

給先の顧客，国際輸送のための荷姿など入手可能な情報だけでなく，一般的な輸送料金や

その料金体系，倉庫使用料などを Web 情報から入手し評価の入力データに加工する必要

がある．それらの手順を Fig.  4-6 に示し，その詳細を以降に説明する．  

 

F ig.  4-6 F low char t  showing the data  set t ing  procedure  for  evaluat ion  

 

（ 2）製品情報と送付先情報の整理による需要データの作成  

 製 品 情 報 と し て 東 南 ア ジ ア 工 場 が 製 造 可 能 な 製 品 を リ ス ト ア ッ プ し た ． 対 象 製 品 は

6294 品種ありその大きさも様々であるため，製品 1 品種別の重量と集合梱包時のパレッ

ト積載台数をまとめた．送付先情報として使用する過去 1 年間の顧客への出荷実績は 1874

件あったが，送付先住所を事前に市，区，郡に近似した結果として入手した．出荷実績は
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出荷日付，出荷番号，製品品種名，送付先（市，区，郡），送付台数，陸上輸送方法，合

計重量などの情報が得られた．顧客送付先の近似によって，製品品種名と送付先の組合せ

で分類した件数は 423 件となった．これらの出荷実績を年間の需要数量とし，最後に各製

品品種別のパレット積載台数を使用して年間の需要パレット数 D i とした．それらの需要

に対して，供給制約を考慮した上で最小コストとなる輸送ルートとしての配送センターを

選択することになる．入手した出荷実績を需要データとする手順を Fig.  4-7 に示す．  

 

 

Fig.  4-7 F low char t  showing the procedure o f  ar ranging  demand data  

（ 3）倉庫利用料と倉庫利用制約の整理  

 倉庫利用料は社内倉庫と関東地方の貸倉庫のみ 1  m
2 単位，それ以外は一坪単位の利用

料設定である．パレットの大きさは全て 1000 mm×1200 mm の標準パレットを使用する．ま

た基準在庫が 60 日分であることから，平均の製品保管日数を 60 日間とし，パレット 1

枚あたりの 2 カ月間の倉庫利用料を求めた．更に，製品情報としてまとめたパレット 1

枚に積載できる台数を利用して製品 1 台あたりの倉庫利用料を算出した．Fig.  4-8 に倉庫
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利用料の算出手順を示す．Table 4-1 にパレット 1 枚あたりの倉庫利用料の算出例を，Table 

4-2 に製品品種別の製品 1 台あたりの倉庫利用料の算出例を示す． 

 ま た ， 倉 庫 利 用 制 約 と し て は ， 中 部 地 方 配 送 セ ン タ ー の 社 内 倉 庫 の 使 用 可 能 面 積 が

1080 .0m
2 であることから， 60 日間の基準在庫保有日数分保有できるパレット枚数は (4 .2 )

式より 5396 パレットとなり，それ以上は他の貸倉庫しか使えないものとした．  

 

 

Fig.  4-8 F low char t  showing the procedure o f  ar ranging  ware house fee data 

Table 4-1 Warehouse fee for  each DC  

DC WH fee/M (¥)  WH fee/2M (¥)  uni t  2M fee /pa le t te  (¥)  

Chubu DC ( in house)  500 1000 m
2
 1200 

Chubu DC (outs ide)  2500 5000 3.3 m
2
 1818 

Kanto DC 1000 2000 m
2
 2400 

Tohoku DC 2500 5000 3.3m
2
 1818 

Hokkaido DC 2500 5000 3.3m
2
 1818 

Kyushu DC 2500 5000 3.3m
2
 1818 
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Table 4-2 Warehouse fee for  each product  

Model  Qty/pa le t te  DC WH fee /p iece  (¥ )  

PROD A152 1  

Chub u DC ( in  house)  1200 

Chub u DC (out s ide)  1818 

Kanto  DC 2400 

Tohoku DC  1818 

Hokkaido  DC  1818 

Kyushu DC  1818 

PROD A150 4  

Chub u DC ( in  house)  300 

Chub u DC (out s ide)  455 

Kanto  DC 600 

Tohoku DC  455 

Hokkaido  DC  455 

Kyushu DC  455 

PRODB007 24  

Chub u DC ( in  house)  50  

Chub u DC (out s ide)  76  

Kanto  DC 100 

Tohoku DC  76  

Hokkaido  DC  76  

Kyushu DC  76  

・・・  ・・・  ・・・  ・・・  

 

（ 6）海上輸送費の設定  

 海上輸送費の設定手順を Fig.  4-9 に示す．最初にコンテナ内に格納する平均のパレット

数を求めるために，標準的な 40 フィートコンテナサイズとその中に格納されるパレット

のサイズを調査した（ Table 4-3）．コンテナ内の床面積とパレットの面積から，パレット

を 2 段積みにすれば約 46 枚のパレットの格納が可能である．しかし，対象とした製品の

コンテナ輸送では重量制約の方が優先されることから，過去実績を考慮して 40 フィート

コンテナ 1 本に平均で 43 パレット格納可能とした．また，全ての貨物は 40 フィートコン

テナを使用することとした．  

 次に東南アジア工場から日本の各配送センターへの輸送費算出を行った． JETRO ホー

ムページ［ 41］から東南アジア工場最寄りの港から横浜港（関東配送センター最寄りの港）

までの 40 フィートコンテナ 1 本あたりの海上輸送料だけが取得できた．各配送センター

までの輸送料は，各配送センター最寄りの港までの距離を第 2 章と同様に SeaRates .co m
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［ 42］から取得した海上輸送距離を使い，東南アジア工場最寄りの港から横浜港までの距

離を基準に比例配分した． Table  4 -4 に東南アジア工場最寄りの港から各配送センターま

での海上輸送距離と 40 フィートコンテナ 1 本分，更にパレット 1 枚分の輸送費を示す．  

 更に製品品種別の集合梱包時のパレット積載台数を使い，全ての配送センター までの製

品品種別の製品 1 台・単位輸送距離あたりの海上輸送コストの算出結果例を Table  4 -5 に

示す． 

 

Fig.  4-9 F low char t  showing the procedure o f  ar ranging  shipp ing cost  data  
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Table 4-3 40 feet  conta iner  and s tandard pa let te  d imension  

Conta iner  externa l  d imens ion  Length  12192mm 

Width  2438mm 

Height  2591mm 

Conta iner  i n te rna l  d imens ion  Length  12033mm 

Width  2352mm 

Height  2386mm 

Conta iner  i n te r io r  capac i ty  67 .5m
3
 

Pa le t te  d imension  Length  1000mm 

Width  1200mm 

Area  1 .2m
2
 

 

 

 

 

Table  4 -4  Transpor t  fee  f ro m S&E Asia  fac tory to  each DC b y co nta iner  and  pa le t te  

Fac tory  DC Dis tance(km)  Transpor t  fee /co nta iner ($)  Transpor t  fee /pa le t te ($)  

S&E  

Asia  

Chub u  4219 319 .5  10 .7  

Kanto  4489 340 .0  11 .4  

Hokkaido  4912 418 .4  12 .5  

Tohoku  5523 372 .0  14 .1  

Kyushu  3713 281 .2  9 .5  
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Table  4 -5  Shipp ing cos t  fo r  each product  f ro m S&E As ia  fac tory to  each DC  

Model  Fac tory  Qty/pa le t te  DC Shipp ing  cost /p i ece  ($ )  

PRODA152 S&E As ia  1  

Chub u DC ( in  house)  7 .37  

Chub u DC (out s ide)  7 .37  

Kanto  DC 7 .84 

Tohoku DC  8 .58 

Hokkaido  DC  9 .65 

Kyushu DC  6 .48 

PRODA150 S&E As ia  4  

Chub u DC ( in  house)  3 .65 

Chub u DC (out s ide)  3 .65  

Kanto  DC 4 .03 

Tohoku DC  4 .16 

Hokkaido  DC  5 .32 

Kyushu DC  2 .03 

PRODB007 S&E As ia  24  

Chub u DC ( in  house)  0 .61  

Chub u DC (out s ide)  0 .61  

Kanto  DC 0 .67 

Tohoku DC  0 .69 

Hokkaido  DC  0 .89 

Kyushu DC  0 .27 

・・・  ・・・  ・・・  ・・・  ・・・  

 

（ 7）陸上輸送費の設定  

 実際の陸上輸送手段は，輸送する製品の数量や重さによって 3 種類ある．車扱いと呼ば

れる，製品の輸送専用にトラックを 1 台貸しきる方法で，輸送貨物の重さによって 4 トン

トラックを使用する場合（ 4 トン車扱いと呼ぶ）と 10 トントラックを使用する場合（ 10

トン車扱い）の 2 種類，もう 1 種類は路線便と呼ばれるいわゆる宅配便の様な他の貨物と

混載する方法である．過去 1 年間の国内での出荷実績データを確認すると，出荷日の状況

によって陸上輸送手段はまちまちであった．そこで，過去 1 年間の国内での出荷実績デー

タを使い，4 トン車扱い，10 トン車扱い，路線便の比率を算出し，出荷数量に対して加重

平均を取った上で製品 1 台あたりの各配送センターから各顧客までの陸上輸送費を算出

した．その算出手順を Fig.  4-10 に示す． 
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Fig.  4-10 F low char t  showing the procedure of  ar rang ing t ruck  t ranspor t  cost  data 

陸上輸送費の算出式と表記に使用する項目を以下に示す．  

i： Customer_Model のインデックス（ i={1 ,… ,423}）  

l：配送センター（ DC）のインデックス（ l={1,… ,6}）  

ただし， DC 1 は中部配送センター（社内）， DC 2 は中部配送センター（社外）， DC 3 は関東

配送センター， DC 4 は北海道配送センター， DC 5 は東北配送センター， DC 6 は九州配送セ

ンターとする．  

DistDCto CM i l： DC l から顧客所在地までの輸送距離（ google  map［ 39］から取得） (km) 

CMactFT i：過去 1 年間の Customer_Model i を 4 トン車扱いで出荷した実績台数合計  

CMact TT i：過去 1 年間の Customer_Model i を 10 トン車扱いで出荷した実績台数合計  

CMact HD i：過去 1 年間の Customer_Model i を路線便扱いで出荷した実績台数合計  
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AvewgtFTCM i： 4 トン車扱いの輸送実績から得た平均輸送重量 /回  (kg) 

AvewgtTTCM i： 10 トン車扱いの輸送実績から得た平均輸送重量 /回  (kg) 

AvewgtHDCM i：路線便の輸送実績から得た平均輸送重量/回  (kg) 

TruckCHFT： 4 トン車扱い単位距離あたりの輸送料 (¥ ) 

TruckCHTT： 10 トン車扱い単位距離あたりの輸送料 (¥ ) 

TruckCHHD：路線便での輸送平均重量における単位距離あたりの輸送料  (¥ ) 

FTchDCtoCM i l：各配送センターから顧客まで 4 トン車扱い 1 台あたりの輸送費  (¥ ) 

TTchDCto CM i l：各配送センターから顧客まで 10 トン車扱い 1 台あたりの輸送費  (¥ ) 

HDchDCtoCM i l：各配送センターから顧客まで路線便 1 台あたりの輸送費  (¥ ) 

DCto CMFT i l：各配送センターから顧客まで製品 1 台あたりの 4 トン車扱い輸送費 (¥ ) 

DCto CMTT i l：各配送センターから顧客まで製品 1 台あたりの 10 トン車扱い輸送費  (¥ ) 

DCto CMHD i l：各配送センターから顧客まで製品 1 台あたりの路線便輸送費  (¥ ) 

Wg tCM i：製品 1 台あたりの重量  

DCto CMtrucC i l：各配送センターから顧客まで製品 1 台あたりの平均輸送費  (¥ )  

 

𝐹𝑇𝑐ℎ𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑖𝑙 = 𝑇𝑟𝑢𝑐𝑘𝐶𝐻𝐹𝑇 × 𝐷𝑖𝑠𝑡𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑖𝑙                                          (4 .2 )  

𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝐹𝑇𝑖𝑙 = 𝐹𝑇𝑐ℎ𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑖𝑙 × (𝑊𝑔𝑡𝐶𝑀𝑖 𝐴𝑣𝑒𝑤𝑔𝑡𝐹𝑇𝐶𝑀𝑖⁄ )                                 (4 .3 )  

𝑇𝑇𝑐ℎ𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑖𝑙 = 𝑇𝑟𝑢𝑐𝑘𝐶𝐻𝑇𝑇 × 𝐷𝑖𝑠𝑡𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑖𝑙                                          (4 .4 ) 

𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑇𝑇𝑖𝑙 = 𝑇𝑇𝑐ℎ𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑖𝑙 × (𝑊𝑔𝑡𝐶𝑀𝑖 𝐴𝑣𝑒𝑤𝑔𝑡𝑇𝑇𝐶𝑀𝑖⁄ )                                 (4 .5 )  

𝐻𝐷𝑐ℎ𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑖𝑙 = 𝑇𝑟𝑢𝑐𝑘𝐶𝐻𝐻𝐷 × 𝐷𝑖𝑠𝑡𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑖𝑙                                         (4 .6 ) 

𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝐻𝐷𝑖𝑙 = 𝐻𝐷𝑐ℎ𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑖𝑙 × (𝑊𝑔𝑡𝐶𝑀𝑖 𝐴𝑣𝑒𝑤𝑔𝑡𝐻𝐷𝐶𝑀𝑖⁄ )                                (4 .7 )  

𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑡𝑟𝑢𝑐𝐶𝑖𝑙 =
(𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝐹𝑇𝑖𝑙×𝐶𝑀𝑎𝑐𝑡𝐹𝑇𝑖+𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝑇𝑇𝑖𝑙×𝐶𝑀𝑎𝑐𝑡𝑇𝑇𝑖+𝐷𝐶𝑡𝑜𝐶𝑀𝐻𝐷𝑖𝑙×𝐶𝑀𝑎𝑐𝑡𝐻𝐷𝑖)

(𝐶𝑀𝑎𝑐𝑡𝐹𝑇𝑖+𝐶𝑀𝑎𝑐𝑡𝑇𝑇𝑖+𝐶𝑀𝑎𝑐𝑡𝐻𝐷𝑖)
                    (4 .8 )  

 

 ここで，式 (4 .2)は各配送センターから顧客までの 4 トン車扱いトラック 1 台の輸送費は，

4 トン車扱いの単位距離あたりの輸送費と配送センターと顧客所在地までの距離 との積

で求まることを示している．式 (4 .3)は各配送センターから顧客までの 4 トン車扱いの輸送

での製品 1 台あたりの輸送費は， 4 トン車扱いトラック 1 台の輸送費と， 4 トン車扱いの

輸送実績から得た平均輸送重量 /回に対する製品 1 台あたりの重量比の積であることを示

している．式 (4 .4 )は各配送センターから顧客までの 10 トン車扱いトラック 1 台の輸送費

は， 10 トン車扱いの単位距離あたりの輸送費と配送センターと顧客所在地までの距離と

の積で求まることを示している．式 (4 .5 )は各配送センターから顧客までの 10 トン車扱い

の輸送での製品 1 台あたりの輸送費は， 10 トン車扱いトラック 1 台の輸送費と， 10 トン

車扱いの輸送実績から得た平均輸送重量 /回に対する製品 1 台あたりの重量比の積である

ことを示している．式 (4 .6 )は各配送センターから顧客までの路線便トラック 1 台の輸送費

は，路線便での輸送平均重量における単位距離あたりの輸送料と配送センターと顧客所在
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地までの距離との積で求まることを示している．式 (4 .7 )は各配送センターから顧客までの

路線便輸送での製品 1 台あたりの輸送費は，路線便トラック 1 台の輸送費と，路線便輸送

実績から得た平均輸送重量 /回に対する製品 1 台あたりの重量比の積であることを示して

いる．式 (4 .8)は各配送センターから顧客まで製品 1 台あたりの平均輸送費は，4 トン車扱

いと 10 トン車扱いおよび路線便での各配送センターから顧客まで製品 1 台あたりの平均

輸送費に対する，年間の陸上輸送手段別件数による加重平均であることを示している．  

 この様な処理で算出した陸上輸送費の例を Table 4-6 に示す 

Table 4-6 Sample of  t ranspor t  cost  tab le  by t ruck 

Custo mer  Model  Chub u( in)  Chub u(out )  Kanto  Hokkaido  Tohoku  Kyushu  

Ci ty1  PRODA015 182 182 267 376 582 407 

Ci ty1  PRODA451 3816 3816 8394 15170 27241 26996 

Ci ty1  PRODC071  169 169 248 349 540 378 

…         

Ci ty134  PRODA450 3117 3117 4798 6448 10527 6983 

Ci ty135  PRODD015 156 156 240 322 526 349 

Ci ty136  PRODD015 412 412 541 655 884 256 

…         

Ci ty329  PRODA022 277 277 459 621 887 573 

Ci ty329  PRODA185 1602 1602 2654 3588 5127 3314 

…         

Ci ty432  PRODA015 195 195 326 439 614 361 

       (¥ )  
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4.4.3.  評価結果  

（ 1）評価条件  

 選択の対象とする配送センターの数の違いで， 2 種類の条件に分けて実施した．評価 1

では，主要な配送センターとしての中部配送センター（社内倉庫），中部配送センター（外

部倉庫）と関東配送センターの 3 箇所から選択させ，評価 2 ではこれら 3 箇所の配送セン

ターに加えて北海道配送センター，東北配送センター，九州配送センターを選択対象にし

た． Table 4-7 に評価条件をまとめる．  

 

 

Table 4-7 Cond i t ion fo r  each eva luat ion  

 Evalua t io n1  Evalua t io n2  

Fac tory  S&E As ia  fac tory  

DC loca t io n  

Chub u ( in  ho use)  Chub u ( in  ho use)  

Chub u (out s ide)  Chub u (out s ide)  

Kanto  Kanto  

 Hokkaido  

Tohoku  

Kyushu  

Numbers  o f  Cus to mer_ model  423 

Quant i ty o f  p roducts  181246 

Quant i ty o f  pa l le t s  28166 

Chub u ( in  ho use)  ava i lab le  m
2
 1080 .0 
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（ 2）評価 1 の結果  

 3 か所の配送センターが顧客別品種ごとに割り付けられ，トータルコストも計算された． 

 送付先住所を，北海道地区，東北地区，北陸地区，関東地区，信越地区，中部地区，関

西地区，中国地区，四国地区，九州地区に分類し， 3 か所の配送センターに割りつけられ

た顧客モデルのパレット数を Table 4-8 に示し，配送センターに割り付けられた顧客所在

地マップを Fig.  4-11 に示す． 

 

 

 

 

Table 4-8 Resul t  of  evaluat ion 1  (A l located pal le t  quant i t y to  each DC)  

      DC loca t ion  

C u s t o m e r  l o c a t i o n  
Chub u( in)  Chub u(out )  Kanto  

Hokkaido  0  0  71  

Tohoku  0  0  4107 

Hokur iku  121 127 0  

Kanto  0  904 11763 

Shine t su  783 560 701 

Chub u  1535 2011 150 

Kansa i  1824 1798 0  

Chugoku  744 341 0  

Shiko ku  45  11 0  

Kyushu  339 231 0  

Okinawa  5  4  0  

Sum 5396 5987 16792 

   (pa l le t )  
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F ig.  4-11  Al located customers map to 3 DC  
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保管費用の安い中部配送センター（社内倉庫）は，面積制約上限まで使われた．また全

体的に見ると，関東地方以北の顧客向けには関東配送センターが多く割り付けられており，

中部地方以南と北陸地方の客向けには中部配送センターが多く割り付けられていること

から，輸送距離の短い配送センターへの割付が行われる傾向にあることが分かる． 

 一方で関東地方の顧客であるにも関わらず，中部配送センター（社外）に割り付けられ

ている製品もある．これは，倉庫保管費に対する輸送費の比率が他の製品より低い製品で

あることが予想される．そこで，関東地方の顧客のみに注目し，パレット積載台数に分け

て配分結果を確認した（ Table  4-9）．これを見ると，パレット積載台数の少ない製品が中

部配送センターに割り付けられていた．パレット積載台数の少ない製品は 1 台あたりの倉

庫保管費が高額になるため，倉庫保管費最大の関東配送センターは不利となる．更に中部

配送センター（社内外）に割り付けられた製品は，他の製品に対して軽量化された製品で

あり，輸送費がよりやすくなる車扱いで全てが輸送されていることがわかった．そのため，

重量と距離で決定される輸送費で考えると，他の製品よりも輸送費で有利となる．また，

中部配送センター（社内）にはよりコスト的に有利な製品が既に割り付けられ，保管面積

制約によって中部配送センター（社外）と関東配送センターとのコスト比較となったが，

より低コストとなった中部配送センター（社外）に割り付けられたと想定される． 

Table 4-9 A l located resul t  o f  Kanto area cus tomer by quant i t y on  a  pa l le t  in  evaluat ion 1  

         DC loca t ion  

Q u a n t i t y  o n  a  p a l l e t  
Chub u( in)  Chub u(out )  Kanto  

1  p iece  0  13  1392 

3  p iece  0  0  1421 

4  p iece  0  891 4166 

6  p iece  0  0  1686 

8  p iece  0  0  1467 

12  p iece  0  0  95  

15  p iece  0  0  21  

18  p iece  0  0  675 

21  p iece  0  0  240 

24  p iece  0  0  460 

27  p iece  0  0  140 

   (pa l le t )  

 

 信越地方の顧客向け製品は，中部配送センター（社内），中部配送センター（社外），関
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東配送センターの 3 箇所に分配された．この中で倉庫利用料の影響を大きく受けるパレッ

ト積載台数が 1 台で同じ送付先に送られた製品に着目すると．Table  4-10 のように配分さ

れていた． 

 

 

Table 4-10 Sample  of  d i f ferent  DC al locat ion to  same dest ina t ion  

City  Model  Chub u( in)  Chub u(out )  Kanto  

Ni iga ta -shi  

minami -ku  

PRODC135  501 0  0  

PRODC136  0  504 0  

PRODC138  0  0  208 

PRODC353  0  0  167 

    (pa l le t )  

 

 

 その理由を詳細に調べてみると，PRODC135 は中部配送センター（社内）に配分された

場合のトータルコストが，他のモデルよりも大幅に安い上に倉庫の広さ制約内に入ったが，

それ以外のモデルは倉庫の広さ制約により中部配送センター（社内）以外に割り付けられ

ることになった．それらのモデルのトータルコストを確認すると Table 4-11 のようにな

っていた．Table  4-11 の Selec t 欄が Yes の方が評価結果で選択されていたことを示してお

り，トータルコストの安い方が選択されていることが分かる． 

 

Table 4-11 Sample of  tota l  cost  compar ison of  d i f ferent  DC al locat ion  

City  Model  DC Ship  Truck WH Tota l  Se lec t  

Ni iga ta -shi  

minami -ku  

PRODC136  Chub u(out )  215 2427 1818 4460 Yes  

PRODC136  Kanto  229 1874 2400 4503 No 

PRODC138  Chub u(out )  591 5126 1818 7535 No 

PRODC138  Kanto  629 4398 2400 7427 Yes  

PRODC353  Chub u(out )  210 3479 1818 5507 No 

PRODC353  Kanto  223 2693 2400 5316 Yes  

      (¥ )   

  

 

（ 3）評価 2 の結果  
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 配送センターの数を増やした評価 2 のトータルコストは，評価 1 のトータルコストより

約 9 .4%削減された．評価 2 で追加した配送センターは既に存在する配送センターであり，

追加の固定費が掛からない前提で評価した．評価 1 と同様に，送付先住所を北海道地区，

東北地区，北陸地区，関東地区，信越地区，中部地区，関西地区，中国地区，四国地区，

九州地区に分類し， 6 か所の配送センターに割りつけられた製品のパレット数を Table 

4-12 に示し，配送センターに割り付けられた顧客所在地マップを Fig.  4-12 に示す．中部

配送センター（社内）の倉庫エリア制約は，評価 1 同様に中部配送センター（社内）への

割付パレット数の上限を決めている .北海道，東北，九州地域の顧客はそれぞれの地域に

ある配送センターから，北陸地区の顧客は中部配送センター（社内），中部配送センター

（社外）から配送されるように割りつけられた．関東と信越地区の顧客は中部配送センタ

ー（社内），中部配送センター（社外），関東配送センター，東北配送センターに分割され

た．中部地区の顧客は中部配送センター（社内），中部配送センター（社外）と関東配送

センターに分割された．関西地区の顧客は中部配送センター（社内）と中部配送センター

（社外）に分配された．中国地区と四国地区の顧客は中部配送センター（社内），中部配

送センター（社外）と九州配送センターに分配された．   

Table 4-12 Resu l t  of  eva luat ion  2 (Al located pa l le t  quant i t y to each DC)  

      DC 

 

C u s t o m e r  a r e a  

Chub u  

( in  house )  

Chub u  

(outs ide)  
Kanto  Hokkaido  Tohoku  Kyushu  

Hokkaido  0  0  0  71  0  0  

Tohoku  0  0  0  0  4107 0  

Hokur iku  151 97  0  0  0  0  

Kanto  13  891 11691 0  72  0  

Shine t su  111 46  86  0  1801 0  

Chub u  2088 1458 150 0  0  0  

Kansa i  2646 976 0  0  0  0  

Chugoku  374 154 0  0  0  557 

Shiko ku  13  10  0  0  0  33  

Kyushu  0  0  0  0  0  570 

Okinawa  0  0  0  0  0  9  

Sum 5396 3632 11927 71  5980 1169 

      (pa l le t )  
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F ig.  4-12 A l located customers map to 6 DC  

 

 

 関東地区の顧客に対しては，一部中部配送センターに割り付けられていたが，一部が東

北配送センターに割り付けられる結果となった．そこで，評価 1 と同様に関東地区の顧客

だけに着目し，パレット積載台数での割付詳細を確認した（ Table 4-13）．  
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Table 4-13 Al located resul t  o f  Kanto area customer by quant i ty on  a pa l le t  in  eva luat ion  2  

        DC loca t ion  

Q u a n t i t y  o n  a  p a l l e t  
Chub u( in)  Chub u(out )  Kanto  Tohoku  

1  p iece  13  0  1379 13  

3  p iece  0  0  1421 0  

4  p iece  0  891 4135 31  

6  p iece  0  0  1686 0  

8  p iece  0  0  1444 23  

12  p iece  0  0  85  0  

15  p iece  0  0  21  0  

18  p iece  0  0  675 0  

21  p iece  0  0  240 0  

24  p iece  0  0  455 5  

27  p iece  0  0  140 0  

    (pa l le t )  

 

 中部配送センター（社外）に割り付けられた顧客・製品は，評価 1 と同じであった．中

部配送センター（社内）に割り付けられた顧客・製品は，評価 1 では中部配送センター（社

外）に割りついていたが，九州配送センターを新設したことにより，中部配送センター（社

内）のスペースに余裕ができたため，よりコストの低い方へ割り付けられている．一方で，

新設された東北配送センターに割りついた一部製品の詳細内訳を確認した（ Table 4-14）．

東北配送センターに割り付けられた顧客は全て茨城県内であった．それぞれトータルコス

トは接近していたが，東北配送センターに割付けた方が低コストであることから，部分的

にもコスト最小な結果が得られていることが確認された．  
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Table 4-14 Sample  of  tota l  cost  compar ison of  d i f ferent  DC al locat ion 

City  Model  DC Ship  Truck  WH Tota l  Se lec t  

Tsukubamira i -shi  5052W015 
Kanto  1007 5401 2400 8808 No 

Tohoku  1102 5827 1818 8747 Yes  

Sashima -gun  5054W055 
Kanto  931 4992 2400 8323 No 

Tohoku  1018 5385 1818 8221 Yes  

Koga -shi  5022W150 
Kanto  908 4869 2400 8117 No 

Tohoku  993 5253 1818 8064 Yes  

Namegata -shi  5022W055 
Kanto  931 4910 2400 8241 No 

Tohoku  1018 5297 1818 8133 Yes  

Kashima -shi  5024X075 
Kanto  732 3929 2400 7061 No 

Tohoku  801 4237 1818 6856 Yes  

Tor ide-shi  5022V055 
Kanto  939 4501 2400 7840 No 

Tohoku  918 4855 1818 7591 Yes  

Mor iya -shi  5052W016 
Kanto  1007 5401 2400 8808 No 

Tohoku  1102 5827 1818 8747 Yes  

Joso-shi  5062V075 
Kanto  961 5155 2400 8516 No 

Tohoku  1052 5562 1818 8432 Yes  

      (¥ )   

 

4.5.  結言  

 本評価を実施する上で，サプライネットワークの戦略設計初期段階では知りえなかった

項目が，対象とした実務の段階では多くの知りえる情報として入手することができた．そ

の様な環境の中で，現状の制約を考慮しながらロジルートを選択しなければならない課題

に対し ,コスト最小の配送センター割付案を出すことができた．サプライネットワークの

戦略設計初期段階に合わせたシンプルなネットワークモデルと数理的最適化手法が，ロジ

ルート最適化における配送センター選定にも活用できる事例を示した．今後本手法を活用

した，実務におけるロジスティクスルートの最適化にも取り組んで行く．めまぐるしく変

動する実務の中で，本章で実施した様な評価を人間系の計算だけで実行するのは不可能に

近い．本手法の適用により，多くの組み合わせ評価を数値的に実施することが可能となる

ことがわかった．  

 本章では，評価モデルや評価結果だけではなく，知りえた情報を使って評価に必要なデ
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ータ群を準備するための手順とその内容を重視して詳細に述べた．広範囲にわたるサプラ

イネットワークへの数理的最適化手法の適用には，評価モデルに有効活用できる繋がった

データを記録していくことが重要であることを再認識した．  
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第5章  

結論  

本論文では，日本の製造業者にとって重要な生き残り戦略となっているグローバル化が

加速されている環境の中で，グローバルサプライネットワークを構成する拠点配置設計の

初期段階に注目し，数理的最適化技術を実務の中に適用していくことを最優先に考えた，

シンプルで有効なサプライネットワークモデルと最適配置設計手法を提案した．戦略設計

レベルの不確定な要素を考慮したサプライネットワークモデルは，その時点で知りえる情

報に対応させる近似を進めたため，本研究分野では初歩的な， 1 階層（ s ing le -echelon）で

単一品種（ s ingle -co mmodi ty）モデルを使った CPLP（ Capaci ta ted  P lant  Locat ion Prob lem）

を解くこととなった．第 2 章では，一見複雑に思えるサプライネットワークの近似による

単純化を説明すると共に，企業の損益を左右するサプライネットワークのトータルコスト

を基準とした，制約を考慮した最小コスト工場選択の数値実験を行い，実験で選択された

複数の最小コスト候補工場を対象に，為替変動や人件費高騰リスクを考慮した最適な工場

配置を選択する方法を提案した．第 3 章では，昨今のキャッシュフロー経営を考慮した最

適工場選択をするために評価モデルを拡張し，在庫金額を考慮した最適工場配置設計手法

を提案した．第 4 章では，戦略設計段階で工場配置が決定された後の段階までを対象範囲

とするために，海外工場から製品輸入をするためのロジルートの最適化をテーマに，複数

品種（ mult i -co mmodi ty）へ対応できる評価モデルへの拡張を行いながら，実務データを

使った配送センターの選択問題への適用評価を行った．以下，第 2 章から第 4 章について

まとめる． 

第 2 章では，グローバルサプライネットワーク戦略設計段階における，コスト基準の工

場配置設計手法の提案を行った．実務の中では知りえない項目と知りえる項目を想定し，

知りえる企業内の戦略情報と Web ページなどで一般に公開されている情報を活用して数

理的最適化が実施可能な，近似的なサプライネットワークモデルを構築 した．そのモデル

は本研究分野では初歩的な， 1 階層（ s ingle -echelo n）で単一品種（ s ingle -co mmodi ty）モ

デルとなる．その上で，グローバルなサプライネットワークをスルーしてコスト評価する

ために，海外工場の固定費と主要部材の調達コストや製品の製造コスト，完成した製品の

供給における海上輸送コストと陸上輸送コスト，関税や保険料などを組み込んだトータル

コストモデルを構築した．更に，為替変動リスクを評価するための時間軸も考慮した動的

リスク評価モデルを構築した．その上で世界 43 都市を市場とし同じ 43 都市を工場候補と

した数理的最適化による最小コスト工場候補選択数値実験を実施し，選択可能工場数を制

約として 1 か所から 3 か所までの工場候補選定を行った．その結果から，数値評価可能な
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為替変動や人件費高騰リスク評価の実施によって最適工場の評価検証を行う手法を提案

した． 

第 3 章では，グローバルサプライネットワーク戦略設計段階における，在庫金額を考慮

したグローバルサプライネットワークを提案できるモデルを確立した．グローバル化によ

って輸送リードタイムが延びることにより，サプライネットワーク内で保有する在庫金額

が増加し，激動する世界経済や多様化して大きく変動する市場要求に耐えながら，製品供

給を過不足なく継続していくための適正な工場配置設計に，数理的最適化手法を適用 した．

第 2 章と同じ戦略設計段階に焦点を当てているため，サプライネットワークモデルは第 2

章と同じモデルを使用している．第 2 章ではコスト基準であった数理的最適化のための目

的関数を拡張し，在庫金額モデルの項を加えコストと在庫金額の重み係数つきの目的関数

とした．更に数値実験において全世界 50 都市を市場とし工場候補 33 都市から最適な工場

候補都市を選択した．数値実験では，コスト基準のみの評価，在庫金額上限制約ありの評

価，コストと在庫金額の重みを等しくする評価を実施し，在庫金額を考慮することで，コ

スト基準では十分に考慮できなかった需要変動起因の在庫増加リスクにより最適工場配

置が変化することを示した． 

第 4 章では，グローバルサプライネットワーク戦略設計で工場候補地が決定し，グロー

バル製品供給が開始された後の段階での，ロジスティクスネットワーク設計を対象と した

実ビジネスへの適用評価を行った．この段階になると，既に工場の位置や製造製品品種が

明確となり，BtoB 事業では顧客も明確となっている．本章では，この BtoB 事業を対象に

東南アジア工場から日本の顧客への製品輸入における配送センターの選定を行った．実際

に直面した事例をベースに，一部の配送センターが社内倉庫であるため倉庫利用料が大幅

に安いがその倉庫面積には上限がある状態を考慮しながら，最適な配送センターへの顧客

要求の配分を行った．海外工場→国内配送センター→顧客の 2 階層のロジルートであるが，

既に海外工場が選定されている状況から，海外工場→各国内配送センターの組み合わせを

拠点に見立てることで 1 階層のサプライネットワークモデルをそのまま適用した．ただし，

複数品種（ mult i -co mmodi ty）に対応するためにモデルを拡張すると共に，実務における

課題を制約として定式化を行った．また，実務が対象となっていることから，取得できる

データを数理的最適化モデルに適用するためのデータの準備手順を詳細に示 した．製品の

大きさ重量，陸上輸送手段の違い，社内倉庫活用制約などを考慮した 1 階層複数品種 CPLP

問題に拡張されたサプライネットワークモデルを使用し，本論文で提案してきた数理的最

適化手法によってコスト最小となる配送センターへの配分が実現できた．これによって，

提案手法は研究開始当時に焦点を当てた戦略設計段階から更に適用範囲を広げた事例を

示すことができた．  

以上，第 2 章，第 3 章，第 4 章の結果から，実務におけるサプライネットワーク設計の

段階に応じた数理的最適化手法は，先行研究で進められる複雑で難解なサプライ ネットワ



 

 85 

ークモデルを使わなくとも，初歩的とも思えるシンプルな単階層のモデルを活用すること

でかなりの範囲で対応可能であることを示すことができた．また，本論文の序論で示した

「この工場は本当にここに建てて良かったのか？」といった質問に対しても，本手法を適

用することで，「戦略設計段階において知りえる情報を活用して，コスト評価，在庫金額

評価，為替変動リスク評価，人件費高騰リスク評価，需要変動リスク評価を数値的に行い，

数理的な最適化手法を活用して選定された工場である．」と回答できるようになったと考

える． 

本論文において，数値実験や評価に使用したコンピュータシステムは，市販の表計算ソ

フトウエアのスプレッドシートと CPLEX を組み合わせたシステムである．今後更に多く

の実務に適用させていくことを考えた時には，本論文で実施した評価の何倍もの規模とな

る可能性がある．その様な大規模なデータには，市販表計算ソフトウエアスプレッドシー

トでは実用可能なスピードは実現できない可能性が高い．高速化を実現できるよう改良を

進め，更に現実に即した拠点配置設計が可能なシステムすることが，残された課題である． 

新たに顕在化した課題は，分散した有用なデータの繋ぎ合わせの重要性である．個々の

データはとても有用であるが，サプライネットワークの最適化に活用するには，評価に活

用可能なデータに加工する方法を検討しなければならず，加工方法が決定しても多くのデ

ータ処理に時間を要してしまう．これがもしモノの流れとデータが一致する様な繋がった

データであれば，もっとすばやく大量のデータを有効活用できたと考える．現在世界的な

大潮流となっている IoT（ Interne t  o f  Things）において，モノの流れに合わせたデータの

繋がりを成り立たせる技術確立に向けた研究へも発展させたいと考えている． 
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